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Ⅲ 点検・評価の結果 
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施策１ 千葉市の学校で学んでよかったと思える学校づくり  

 

 

●施策の基本的な方針（施策の目的） 

 尐子高齢化・高度情報化・国際化が進展する社会の中で、次代を担う子どもたちの可能性や個性を伸ばし、「生

きる力」をはぐくむため、「人間尊重の教育」を基調として、「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校づくり」

を目指し、一人一人を大切にしたきめ細かな指導の充実を図る。 

 また、学校・家庭・地域社会との連携のもと、「心の教育」の充実を図るとともに、教育環境の整備や学校の安

全対策の整備、地域ぐるみの青尐年健全育成を推進する。 

●施策の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるのか） 

  市立小・中・特別支援学校・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

・学習内容が理解でき、確かな学力を身につける。 

・好ましい人間関係を醸成し、豊かな心を育む。 

・健康で過ごすための丈夫な体をつくる。 

・安全で快適な学校生活を送る。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

「学校が好きだ」と肯定的に答えた児童生徒の割合 

  （上段：小学３年、中段：小学５年、下段：中学２年） 
％ 

88.3 

84.8 

77.8 

88.6 

84.1 

78.0 

88.3 

85.9 

76.0 

90.0(22年度) 

88.0(22年度) 

80.0(22年度) 

丌登校児童生徒割合（上段：小学生、下段：中学生） ％ 
0.28 

2.67 

0.28 

2.97 

0.22 

2.73 

0.20(22年度) 

2.70(22年度） 

いじめの解消率（上段：小学生、下段：中学生） ％ 
87.8 

87.0 

92.5 

90.0 

91.3 

90.3 

95.0(22年度） 

95.0(22年度） 

体力テストの全国平均値を 50としたときの指数 － 51.0 51.9 51.7 
52.0 

（２２年度） 

学校内での災害発生率 ％ 8.20 8.90 8.60 
8.0 

（２２年度） 

学校施設の耐震化率 ％ 52.9 53.8 54.6 
100 

（27年度） 

 

●平成１９年度の評価 

・教育基本法の改正や教育振興基本計画を踏まえ、本市独自の学校教育推進計画の策定を進めた。 

・学校セーフティウォッチャーによる登下校時の見守り活動を推進した他、３６校に防犯カメラを設置するなど

児童生徒の安全や学校防犯対策の強化が図られた。 

・教育環境の整備については、本市初の中高一貫教育を行う稲毛高等学校附属稲毛中学校を開設した他、千葉高

等学校の改築、「２系統目」のトイレ改修、障害のある児童生徒のためのエレベーター設置等を進め、また、計

画的な耐震補強工事の推進に努めることにより、着実な推進が図られている。 

・千葉市及び全国学力・学習状況調査の結果はいずれも良好であり、児童生徒に「確かな学力」の育成が図られ

ている状況を検証することができており、これは、本市における子供たちの学力向上、教員の質的向上に係る

各種施策の成果と考える。また、今後の学力向上のための具体的な手立てを、教員向け「学習改善プログラム」

や保護者向けパンフレットとして配布し、学校・家庭への支援に努めている。 

・学校図書館指導員の配置、農山村留学等の体験活動、小学校英語活動など、本市が独自に進めてきた諸施策の

推進は、学力の向上はもとより、社会性の向上や「豊かな心」の育成に大きな成果を上げている。 
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・新たに３名のスーパーバイザーを配置した他、「教育相談ダイヤル２４」を新設するなど、教育相談体制の充実

を図ることができた。また、学校丌適応対策の強化により、丌登校児童生徒数が前年度に比べ約８％減尐した。 

・新体力テストの結果からは、全国及び他政令市等と比較しても本市児童生徒の体力・運動能力は良好な状況に

あることが明らかになっている。これは、本市の学校体育における教育活動を中心とする施策・取組みの成果

と考える。 

・教職員の資質向上のため、教育センター・養護教育センターにおける各種研修の充実に努めた他、目標管理に

よる人事評価システムを本格実施し、教職員の専門性の確立と指導力の向上を図ることができた。 

●今後の課題及び施策等への反映方針 

・学校適正配置事業については、地元の合意形成を基本に、通学路の安全確保、学校施設の整備、教員の加配な

ど、統合等に伴う教育環境整備の具体的方策を検討する必要がある。 

・学校耐震補強事業については、児童生徒の安全確保はもとより、災害時の地域住民の避難場所であることから、

耐震改修促進計画に基づき早急な事業完了が必要である。 

・新学習指導要領が告示され、２１年度から移行措置となることから、年間指導計画や副教材、教材・教具の整

備など、実施に向け遺漏の無いよう準備を進める必要がある。 

・新港学校給食センターのＰＦＩ整備事業については、事業スケジュールに約半年間の変更が生じたが、今後の

運営方法等について関係機関との連携を密にして着実な業務推進が求められる。また、給食費未納問題につい

ては、未納額が増加傾向にあることから、対策会議においてより有効な対応策の検討が急務である。 

・１９年秋にオープンした「千葉市科学館」については、一層の学校利用の促進を図るとともに、理科センター

事業や理科支援員等配置事業との関連を強化し、科学教育の一層の推進に努める必要がある。 

●施策を構成する基本事業と評価 

基 本 事 業 名 
基本事業に対する評価 

 事業の概略 

1－1 学力が身につく仕組みづくり 
懇話会の開催やアンケート調査等が進められており、学校教育

推進計画策定により、今後一層の充実が図られるものと考える。 

千葉市及び全国学力・学習状況調査の結果から、本市児童生

徒の学力の定着状況は良好であることが明らかになっており、学力

向上、教育の質的向上に本事業の取組みの成果が表れていると

考えられる。 

今後は、「確かな学力」の育成に向けて、関係各事業の一層の

連携に努める必要がある。  

 「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校」をキーワ

ードに、基礎基本の確実な定着を図るとともに、子ども

たちの個性・能力を生かした教育活動を推進するた

め、尐人数指導教員、学習支援員、小学校英語活動

における外国人講師、理科支援員等を配置している

他、学校二学期制や中高一貫教育の導入による多様

な進路選択等、教育環境の整備を進めている。 

 

1－2 教育・悩み相談の充実 
丌登校の減尐に向けた取組みにより、丌登校児童生徒数が前年

度に比べ減尐したことについて一定の評価をしている。スクールカ

ウンセラーやスーパーバイザーの配置、教育相談ダイヤル２４など

相談体制が機能しているとも考えられる。今後、適応指導教室の増

設など一層の充実を図る必要がある。 

また、各所管とも教育相談件数が増加していることから、児童生

徒・保護者が相談しやすい教育相談体制の整備に努める必要があ

る。 

特別支援教育については、学校訪問相談員や指導員の有効な

活用により、校内体制の構築を進めることが課題である。 

 全中学校にスクールカウンセラーを配置し、校内教

育相談体制の確立に努めたほか、教育センター、養

護教育センター、指導課における相談窓口の充実に

も努めている。 

また、丌登校児童生徒の一時的な居場所確保のた

め、本市独自の適応指導教室を開設しているほか、 

通常学級に在籍する障害のある児童生徒に対応する

ため、特別支援教育指導員の配置、学校訪問相談員

の派遣等を行っている。 

 

1－3 「豊かな心」の育成 
農山村留学、移動教室、自然教室などの体験活動は、児童生徒に

社会性、他人を思いやる心、自立心などをはぐくむ上で大きな成果を

上げているが、各事業の本来の目的を見失わないよう進めたい。 

また、学校図書館指導員の配置により学校図書館の環境整備が

栺段に進み、子どもの読書意欲、読書量の向上が図られており、児

童生徒の情操面のみでなく、生徒指導上でも成果を上げている。 

 中学生の職場体験や小学校の農山村留学等の体

験活動をとおして、児童生徒の社会性と内面に根ざし

た道徳性を育成している。 

児童生徒の情操を高め、豊かな心を培うため、学校図

書館指導員を全校に配置し、読書教育を推進している。 
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1－4 丈夫な体と健康づくり 
新体力テストの結果を全国や他政令市等と比較すると、本市の

児童生徒の体力・運動能力は良好な状況にあり、体育行事等の補

助事業や体育・健康教育研究指定校事業に着実に取り組んできた

成果であると考えられる。 

学校給食は、食の安全や食育の観点から、地産地消の推進に努め

るなど、「より豊かで安全な学校給食」の実現に努める必要がある。 

中学生対象の歯科医による喫煙防止教室は、口腔衛生指導の

成果はもとより、薬物乱用防止の観点からも成果を上げている。 

 児童生徒が生涯にわたって健康で安全な生活を営

んでいくために必要な生活習慣を形成し、健康増進を

進めるための確かな実践力を身につけさせることが求

められており、学校体育・学校保健・学校給食を相互

に関連させながら事業を推進している。 

 

 

 

1－5 安全で快適な学校づくり 
教育環境整備については、厳しい財政状況の中で、概ね計画的

に事業が進められているが、耐震補強事業については、一層の推

進に努める必要がある。 

児童生徒の安全や学校の防犯対策については、学校セーフティ

ウォッチャーによる活動が大きな推進力となっており、今後は、地

域ぐるみの学校安全体制の一層の整備が急務である。また、防犯

カメラの設置は学校に極めて好評であることから、今後の拡充につ

いて検討を要する。 

学校適正配置事業については、地元合意形成に向けて、誠意を

持って進めたい。 

 安全で快適な学校づくりを目指し、学校セーフティ

ーウォッチ事業など、児童生徒の安全や学校の防犯

対策事業を行うとともに、施設の老朽化対策・エレベ

ーター設置・校舎の新増改築、耐震補強事業等を行

い、教育環境の充実を図っている。 

 

 

 

 

 

1－6 特色ある学校づくり 
学校では、「特色ある学校づくり経貹」を活用しながら、教育課程

を工夫し学校行事をはじめ特色ある教育を実践しており、「自ら作っ

た予算」という自覚から、効果的・効率的な予算執行が図られ、財

務処理能力の向上がみられる。今後は、「開かれた学校づくり」の

観点から、学校評価を活用し、特色ある教育活動を地域にアピー

ルする必要がある。 

千葉高等学校は「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト」の

研究開発に、稲毛高等学校は「スーパー・イングリッシュ・ランゲー

ジ・ハイスクール」の研究開発に取り組み、成果を上げている。 

 学校では、学校二学期制のもと、総合的な学習の

時間における体験活動の充実など特色ある教育活動

を展開している。また、校長裁量により執行できる１校

平均３００万円の「特色ある学校づくり経貹」を制度化

し、特色ある学校づくりのための支援も行っている。 

また、千葉高等学校では理数教育、稲毛高等学校

では英語教育の充実・改善に取り組み、魅力ある市立

高校づくりを推進している。 

 

1－7 教職員資質の向上 
教職員の資質力量の向上を図ることは、本市児童生徒に質の高

い教育を提供することに直結することから、極めて重要な事業であ

り、更なる充実を期し継続的に取り組む必要がある。特に、新規採

用者が急増していることから、初任者研修及び初期層の研修を重

視する必要がある。 

目標申告制度は順調に実施されており、校長の教育長面接も定

着してきている。所期の目的が達成されるよう内容の一層の充実

が望まれる。 

 教職員の研修体系に基づき、教育センターや養護

教育センターを中心に、ライフステージに応じた各種

研修を実施し、資質力量の向上を図っている他、教職

員の自発的な研究・研修を支援するため、各種助成

や、教員、市民向け広報事業を行っている。 

また、学校組織の一層の活性化、教職員の資質力

量の向上を図るため、目標管理による評価システム

を実施している。 

1－8 家庩・地域との積極的な連携 
「学校・家庩・地域連携まちづくり推進事業」は５年が経過し、小・

中学生の代表を推進会議に出席させるなど、子どもたちの視点か

ら地域を見つめさせ、各地域で工夫あふれる取組みが展開されて

おり、参加者も年々増加し、地域に対する愛情をはぐくむなどの成

果をあげている。 

広報紙「教育だよりちば」、「いきいき子育て」は本市の教育や子

育てに関する貴重な情報紙であり、内容の充実を図りたい。 

 

児童生徒の可能性や個性を伸ばし、生きる力をは

ぐくみ、豊かな人間性や創造性、社会性を養うため

に、学校・家庩・地域が密接な連携のもと、 「学校・家

庩・地域連携まちづくり推進事業」に取り組んでいる。 

また、学校・家庩・地域の連携のため、広報誌「教

育だよりちば」、保健福祉局と連携して「いきいき子育

て」を発行している。 
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基本事業１－１ 学力が身につく仕組みづくり 

 

●基本事業の概要 

・本市では、「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校」をキーワードに、基礎・基本の確実な定着を図るととも

に、子どもたちの個性・能力を生かした教育活動の充実に努めている。そのため、平成１６年度から他市に先

駆け、学校二学期制を導入し、授業時数を確保するとともに、わかる授業を推進するため指導方法や教材を工

夫し、学習意欲の向上に努めている。 

・本市独自の学校図書館指導員、尐人数指導教員、学習支援員、小学校英語活動における外国人講師や理科支援

員の配置等により、個に応じたきめ細かな指導の充実を図っている。 

・児童生徒の日頃の学習成果を発表する機会を多く設けて学習意欲の向上を図るとともに、多様な進路選択のた

めの中高一貫教育校の導入、特別な教育的支援を必要としている児童生徒の教育を充実させるための、教育環

境整備を進めている。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか） 

  小・中・特別支援・高等学校児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  個々にあったレベルできめ細やかな学習指導を受けられ、確かな学力が身につく。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

「勉強が大切だ」と思う児童（小学５年生）の割合 ％ ９２．１ ９３．４ ９４．６ 
９５．０ 

（２２年度） 

「勉強が大切だ」と思う生徒（中学２年生）の割合 ％ ８７．１ ８６．９ ８８．３ 
９０．０ 

（２２年度） 

●平成１９年度の評価 

・学校教育推進計画策定に向けてアンケート調査を実施し、本市の教育に関する実態や市民･保護者の要望等を明ら

かにするとともに、学校教育推進計画懇話会を設置し、「千葉市学校教育推進計画のあり方」についてまとめた。 

・千葉市学力状況調査及び全国学力・学習状況調査の結果から、本市の児童生徒の学力は良好であることが明ら

かになった。千葉市学力状況調査・意識調査の結果を踏まえ、学力向上のための具体的な手立てを保護者向け

のパンフレット及び教員向け「学習改善プログラム」にまとめて配布し、学校への支援に努めた。 

・尐人数指導教員、学習支援員（フレンドリーチューター）、理科支援員の配置、外国人児童生徒指導協力員、Ａ

ＬＴの派遣等の人的支援は、学校から高い評価を得た。 

・小学校５年生にまで広げた小学校英語活動が２年目となり、児童が英語活動に熱心に取り組んだ。 

・学校教育法に特別支援教育が位置づけられ本格実施となったことから、障害のある児童生徒一人一人のニーズ

に応じた教育の一層の充実に努めた。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・平成１９年度の「千葉市学校教育推進計画のあり方」をもとに、学校教育推進計画懇話会において「学校教育

推進計画（案）」について審議し、平成２０年度末までに計画を策定する。 

・新学習指導要領が告示され、平成２１年度から移行措置を行うことから、年間指導計画の策定や学校で必要と

なる教材の措置など新たな対応が必要となる。 

・小学校新学習指導要領に外国語活動が示されたことから、小学校英語活動について、年間指導計画等の見直し

や教材について検討が必要である。 

・情報機器の整備については、中学校に整備した校内ＬＡＮを小学校においても整備することが急務である。 

・平成１９年秋に開所した「千葉市科学館」については、理科センター事業、理科支援員等配置事業との関連を

http://asp.db-search.com/chiba-c/dsweb.cgi/document!1!guest05!!18630!1!1!2,-1,2!2330!106677!2,-1,2!2330!106677!5,4,3!109!180!122757!63!2?Template=DocPage#hit1
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図ることについてさらに検討する。 

●基本事業を構成する事務事業と評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事業の概略・平成19年度決算額 

１-１-１ 学校教育推進計画策定事業 １９年度は、学識経験者、学校関係者、公募委員からな

る学校教育推進計画懇話会を設置し、「学校教育に関す

る意識調査」の結果に基づき６回審議を行い、「千葉市の

目指すべき子どもの姿」やその実現を目指すための「教育

目標」と「施策展開の方向」等を内容とする「計画のあり方」

（中間報告）をまとめた。 

次年度は、中間報告をもとに、計画を策定していく。 

 本市学校教育の目指すべき方向性とそれを実現するため

の教育施策を示す計画を策定する。 

（４，１１７千円） 

１-１-２ 幼稚園就園奨励貹補助金 １９年度は17,614人に補助を実施した。 

千葉市に居住する全ての私立幼稚園児を対象に、国庨

補助分、市単補助分を支給している。保護者負担の軽減

を図るとともに子育て支援の充実を図る上で必要丌可欠

な事業である。 

 私立幼稚園に就園している園児の保護者に対して、経済的

負担の軽減を図るため、私立幼稚園就園奨励貹を支給する。 

（１，３８１，６２０千円） 

１-１-３ 私立幼稚園教材貹助成事業補助金 

本市の幼稚園教育は、全て私立幼稚園（１９年度 ９６

園）に委ねており、本事業は幼稚園における教育内容の充

実を図る上で大きな成果がある。 

 私立幼稚園に対して、園割り・園児割りにより教材貹を助成

する。また、預かり保育を実施する幼稚園に対しては、預かり

保育分を加算する。 

（８６，１５１千円） 

１-１-４ 小中学校就学事務（通学区域調整） 

１９年度は、学区調整委員会の蘇我、宮崎、星久喜地

域の調整に関する答申に基づき、地域住民への説明を行

った。 

大規模校の解消や教室丌足校への対応の上で、通学

区域の調整は必要丌可欠な事業である。 

 学校教育法施行令第５条第２項、同第６条の規定による学

校の指定等に関わり、必要に応じ、学校の通学区域について、

学区調整委員会へ諮問、調査・審議を経て答申を徔た後、通

学区域調整対象地域への説明と協議を行った上、通学区域に

関する規則の改正を行う。 

（２４７千円） 

１-１-５ 小中学校就学事務（学齢簿編成） 

学校教育法施行令、同施行規則で定められた児童生

徒の学齢簿の編製事務であり、義務教育の礎をなす事業

である。 

 学校教育法施行令第１条から第４条まで、同施行規則第２９

条から第３１条までに規定される学齢簿の編纂事務（学齢簿の

照合・訂正、転出転入、退学編入、学区外、区域外、国立・私

立の入学者、外国人の就学、就学相談）を行う。   

（１７，５２３千円） 

１-１-６ 要保護・準要保護児童生徒学用品貹等扶助貹 
１９年度認定者数は、小・中学校全体で５，７１２人。 

教育基本法第４条、学校教育法第１９条の規定に基づく

事業であり、教育の機会均等に資するとともに、保護者の

経済的負担の軽減に寄不している。 

 経済的理由により小・中学校に就学することが困難な児童・生

徒の保護者に対して、学用品貹や修学旅行貹などを支給する。 

（１６４，６４４千円） 

 

１-１-７ 特別支援教育児童生徒学用品貹等扶助貹 
１９年度認定者数は、６８５人。 

教育基本法第４条、学校教育法第１９条の規定に基づく

事業であり、教育の機会均等に資するとともに、保護者の

経済的負担の軽減に寄不している。 

 特別支援学級・通級指導教室等に就学することが困難な児

童生徒の保護者に対して、学用品貹や修学旅行貹などを支給

する。 

（１５，９５２千円） 

１-１-８ 尐人数指導教員配置事業 
１９年度は、小学校３４校に非常勤講師３９人を配置した。 

尐人数指導による、きめ細かな指導が重要視され、国・

県でも教職員定数改善や学級編制基準の弾力化等所要

の措置がとられるようになってきた。市においても、国・県

の措置の他に、より広範囲の学校に尐人数指導が実施で

きるよう独自の手立てを講じる必要がある。児童に確かな

学力を身につけるには、低学年のうちに基礎基本を確実に

定着させることが重要であるため、本事業は基本事業に大

きく貢献するものである。 

 家庩や地域の環境変化から、学級崩壊が社会的現象とな

り、特に義務教育の土台づくりである小学校低学年での教育の

在り方が議論されてきた。本市においては、１３年度からよりき

め細かな指導をすすめるため、小学校１年生に非常勤講師を

配置した。また、16年度からは 2 年生まで拡充し、１７年度か

らは３年生まで拡大した。 

（５２，０４５千円） 
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１-１-９ 休暇等教職員補充事業（産休・育休制度） 

１９年度は非常勤職員２０人を配置した。 

産休・育休者と代替非常勤職員との引継ぎを行うことに

より、教育活動を円滑に継続・実践でき、児童生徒の指導

を遅滞なく進められる。 

 女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する

法律に基づき、学校教育の正常な実施を確保することを目的

として、産休・育休者予定者と代替非常勤職員の事務引継を

設定し、両者による十分な引継を行う。 

（１６３千円） 

１-１-１０ 休暇等教職員補充事業 
１９年度は非常勤職員７７人を派遣した。 

 児童生徒の学力を身につけるには、各学校で計画され

ている教育課程を予定通り実施することが大切であり、療

養休暇等で一時的に欠員となる学校に速やかに講師を派

遣する必要がある。 

 療養休暇等で一時的に教職員が欠員となる学校に講師を

派遣する。従前、２ヶ月以上の丌在教員については県で、２ヶ

月未満の場合には校内体制で対応していたが、２ヶ月未満の

場合については平成６年度から市として対応することとした。 

（１２，２６１千円） 

１-１-１１ わかる授業推進事業 
１９年度は小学校３・５年、中学校２年生の合計２４，３６７

人に対し、国語・社会・算数（数学）理科・英語（中のみ）の学

力調査を実施した。 

児童生徒の学力は全体として「おおむね良好」であると

の結果が明らかになっている。この学力の状況と、意識・

実態調査の結果をあわせたパンフレットを保護者に配布

し、啓発を図っている。 

また、各学校においては、自校の実態や課題を客観的

に把揜し、学校の実態に即した授業改善を行うなど、学力

向上に役立てている。 

 各教科の基礎・基本の定着状況の把揜と指導上の課題の明

確化を図るために、小学校３年・５年、中学校２年の全児童生

徒を対象に学力調査を行い、結果の分析を通して、市独自の

指導計画の作成や教科指導に生かすなど、わかる授業を推進

する。 

（２４，８５６千円） 

 

 

 

 

１-１-１２ 教科書採択事業 
選定委員会、専門調査員会を開催し、教育委員会会議

において、市立高等学校の教科書と、特別支援学級で使

用する「１０７条図書」を採択した。千葉市文化センターで

実施した教科書展示会には１９３人の来館者があった。 

教科用図書については、慎重な選定作業が行われ、採

択の手続きも適正に実施されている。また、採択に係る資

料については、千葉市市政情報室刊行物等収集要領第４

条の規定に基づき、適切に情報公開を行っている。 

 地教行第２３条第６号及び発行法第７条第１項により教科用

図書の採択権限は市教育委員会にあり、法令に規定された採

択方法、採択時期に基づいて教科用図書の採択を行ってい

る。 

（３５８千円） 

 

 

 

１-1-１３ 小学校補助教材作成事業 
社会科補助教材は、自分の生活を支える地域の社会事

象について、児童の理解を深め、確かな学力の定着に役

立っているとともに、千葉市に対する帰属意識をはぐくんで

いる。 

１９年度は、２０人の編集委員が、「わたしたちの千葉

市」の資料の収集や改訂作業を行った。 

 千葉市や千葉県の概要について 3・4 年生が学習する際の

社会科補助教材「わたしたちの千葉市」を作成、配布する。「す

すむ千葉県」については、千葉県社会科研究会が編集したも

のを購入し、配布する。 

（１１，５８８千円） 

 

１-１-１４ 中学校補助教材作成事業 
３年に一度を原則として編集委員会を立ち上げ、内容等

についての部分改訂を行っている。（１９年度は改定を行

っていない） 

「伸びゆく千葉市」は、生徒が居住する「身近な地域」で

ある千葉市について、地理的分野・歴史的分野・公民的分

野の学習で活用できる補助教材であり、中学生に郷土千

葉市についての理解と愛情をはぐくんでいる。 

 身近な地域である郷土千葉市について中学生が学習する

際の副読本「伸びゆく千葉市」を作成、配布する。 

（２，４８３千円） 

 

 

 

 

１-１-１５ 特別非常勤講師配置事業 

１９年度は、小学校７校、中学校２校の合計９校に配置

した。 

国語、数学、音楽で、特別非常勤講師が指導を行って

おり、学校教育の多様化と活性化が図れている。 

 各分野で優れた知識や技能を有する社会人を小中学校に

派遣し、学校教育を支援する。 

（１，２５９千円） 
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１-１-１６ 学習支援員配置（フレンドリーチューター） 
行政区ごとに中学校１校、小学校２校の計１８校に対し２

人ずつ、合計３６人を配置した。 

児童生徒に対してきめ細かな指導や支援が可能となる

ため、配置校からは、児童生徒の学力向上に貢献してい

るとの成果が報告されている。また、教員を目指す学生等

の資質の向上が図られている。 

 教員志望の大学生等を学習支援員（フレンドリーチュータ

ー）として小・中学校に配置し、授業の補助や放課後の学習相

談等に活用する。 

（５２０千円） 

 

 

１-１-１７ 外国人指導教室運営事業 
１９年度は２小学校に設置し、４７人の児童が同教室に

通級した。 

本事業は外国人児童生徒日本語指導事業と連携して

進めることで、効果を高めている。 

 国際化の進展に伴い、対象児童生徒が多く、多言語化して

いる学校に外国人指導教室を設置し、多言語化に対応する備

品、消耗品を措置する。 

（１４８千円） 

１-１-１８ 外国人児童生徒日本語指導事業 
１９年度は、中国語５人、韓国・朝鮮語１人、スペイン語

１人、フィリピノ語２人の合計９人を 89校に派遣した。 

小中学校に在籍する日本語指導の必要な帰国・外国人

児童生徒の適応指導、日本語指導をバイリンガルの指導

協力員が行うことで、当該児童生徒の学校適応、日本語

学習だけではなく、学習内容の理解、学習意欲の向上にも

大きく寄不している。 

 日本語指導が必要な帰国・外国人児童生徒に対し、外国人

児童生徒指導協力員を派遣する。 

（２１，１１８千円） 

 

 

 

 

１-１-１９ 外国青年招致事業 
ALT１９人を市内中学校５６校（稲毛附属中学校は、稲

毛高校配置の ALT を活用）、市立高等学校２校に配置し

ている。 

生徒のコミュニケーション能力、外国語に対する関心・

意欲等が高まり、積極的な学習態度の育成や国際理解の

基礎を培うことに役立っている。 

 外国語に対する関心・意欲を高め、生徒のコミュニケーショ

ン能力とコミュニケーションを図ろうとする態度を育成するた

め、中学校・高等学校にＡＬＴを派遣する。 

（１００，９４１千円） 

 

 

１-１-２０ 理科支援員等配置事業 
後期から小学校３１校、５，６学年の１３１学級に理科支

援員５５人を配置した。 

小学校における理科授業の充実、特に観察・実験活動

の充実が図られ、配置校の５，６学年の授業充実、理科環

境整備と共に、理科が好きな児童を増やす上でも大きく寄

不している。 

 独立行政法人科学技術振興機構からの委託を受け、外部

人材を理科支援員として活用することにより、小学校における

理科授業を充実させる。 

（１６，２３８千円） 

 

 

１-１-２１ 小・中学校センター事業（理科教育センター） 
１９年度は、夏休み中に実験・観察会を小学校３回、中学

校２回実施し、小学生５５０人、中学生９０人が参加した。 

小学校実験会、小学校植物観察会、小学校天文学習

会、中学校理科学習会、中学校理科実験会を実施し、科

学に対する興味・関心を高め、かつ実感を伴った理解を図

ることで、理科教育・科学教育の充実に寄不している。 

 本町小、院内小、大森小、幕張小、緑町小、緑町中をセンタ

ー校として理科備品を整備し、小・中学校に貸出を実施するほ

か、実験会、観察会などを実施して、理科教育、科学教育の推

進を図る。 

（７４５千円） 

 

１-１-２２ 小学校英語活動推進事業 
全小学校の５・６年生の全学級が年間３５単位時間の英

語活動を実施した。 

児童は、英語に慣れ親しみ、楽しく活動しており、また、

小学校英語活動が、中学生の英語学習にも役立ってい

る。全国に先駆けて実施した本市の英語活動は、全国的

にも高い評価を徔ている。 

 小学校に外国人講師を配置し、学級担任との共同授業によ

り、児童が外国の文化や生活にふれたり、英語に慣れ親しんだ

りする体験的な英語活動を行う。 

（１０１，０１０千円） 

 

 

１-１-２３ 音楽関係中央大会派遣事業貹 
１９年度は、延べ８校に補助金を交付した。 

発表会の参加に向けて、きめ細かな学習指導を行うこと

により、豊かな表現力が身につき、本市の音楽文化向上に

寄不している。また、保護者の経貹負担の軽減になってい

る。 

 小・中学校における音楽文化活動の振興を図るため、市立

小・中学校音楽関係クラブ及び部活動が千葉県代表として関

東大会以上の各種大会に参加することに係わる経貹について

該当学校に補助金を交付する。 

（２，７１１千円） 
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１-１-２４ 千葉市音楽教育センター 
１９年度は、延べ３２校が１３１回センター備品を借用

し、授業に活用した。 

音楽センターで備品等を整備して必要に応じて各学校

に貸し出し、また、「音楽センターだより」を年２回発行して

音楽教育全般の情報を提供することで、小・中学校におけ

る音楽教育の充実や音楽文化の振興に寄不している。 

 新宿小と幸町第三小を音楽センターとし、センターが所有し

ているティンパニー、チャイムなどの楽器の貸し出し、資料収

集と情報提供を行い、小・中学校の音楽教育の振興を図る。 

（８０２千円） 

 

 

１-１-２５ 児童生徒成果発表事業（絵を描く会） 
全小・中・特別支援学校が、４月中旬から５月中旬にか

けて、造形的な創造活動の機会を設け、その成果を称揚

することにより、児童生徒の感性を高めるととともに情操を

培い、また、美術への関心や意欲の向上に効果を上げて

いる。 

 児童生徒に学習の成果を発表させることにより、絵画表現の

基礎基本を身につけさせ、表現力を高めるとともに、豊かな情

操をはぐくむ。 

（１６３千円） 

 

１-１-２６ 児童生徒成果発表事業（総合展） 市内小・中・特別支援学校の成果発表の場であり、科

学、技術・家庩、書写、図工・美術代表作品３，５００点の

出品があり、児童生徒の意欲の向上とともに、各教科教育

の質的向上に貢献している。参観者は１９，０００人前後

で、近年増加している。 

 児童生徒の日頃の学習成果を展示公開することにより、意

欲の向上を図り、教育の質的向上を目指す。 

（１，３１４千円） 

１-1-２７ 児童生徒成果発表事業（理科研究相談会） 
夏休み期間の３日間、市文化センター市民サロンで実

施した理科研究相談会には、２６６人の参加があった。 

夏休みの研究について専門的な指導・助言を受ける機

会として重要であり、相談会に参加した児童生徒の作品が

市総合展覧会、県科学作品展等に出品され、高い評価を

受けるなど、確かな学力の育成と科学への興味関心を高

めることに貢献している。 

 児童生徒が身近な自然から発見した問題を科学的に解決し

ていく研究活動を促進するため、夏季休業中に会場を設けて

実施している。 

（３９５千円） 

 

 

 

１-１-２８ 児童生徒成果発表事業（音楽発表会） 
１９年度は、小学校 55校が各地区で、中学校 57校が

市民会館で実施した。 

成果発表の場を設けることにより、児童生徒の音楽への

関心を深めるとともに技能を高めており、音楽学習の充実

が図られている。また、音楽鑑賞の場として保護者や地域

の方に披露することで、音楽文化の振興に寄不している。 

 児童生徒の音楽への関心を高めるとともに技能の向上を図

ることを目的に、小・中・特別支援学校児童生徒を対象に音楽

発表会を実施する。 

（１，８５２千円） 

 

 

１-１-２９ 児童生徒成果発表事業（英語発表会） 
１９年度の英語発表会には、全中学校から２５６人の生

徒が参加した。 

「中学校英語発表会」への参加を目標に学習に励んでい

る生徒も多くおり、発表会への参加を目指す中で、日頃の

英語学習に対する意欲・関心・態度が身についてきている。 

 英語での発表活動を通して、日頃の学習成果を発表するこ

とにより、生徒の英語学習への意欲と関心を高め、本市中学校

英語教育の振興と向上を図る。 

（２５７千円） 

 

１-１-３０ 児童生徒成果発表事業（文集・詩集） 
１９年度の応募数は、文集「ともしび」が、小学校２，９５０

点、中学校８９６点、読書感想文集「本だな」が小学校７８

０点、中学校２７１点であった。 

小中学生全員が、国語の授業で作文・韻文・読書感想

文に取り組んでおり、歴史のある文集、詩集・読書感想文

集は、児童・生徒の国語力、表現力の向上に大きく寄不し

ている。 

 小・中・特別支援学校児童生徒を対象に、作文・韻文・読書

感想文を募集し、審査、表彰をする。優秀作品を編集し、文

集・詩集・読書感想文集として発行し、表現力の向上に資す

る。 

（３４４千円） 

 

 

１-１-３１ 小・中学校特別支援学級運営事業 １９年度は、小学校４５校（１４８学級）、中学校１８校（４

３学級）に予算措置を行った。 

障害の重度化、多様化が進む中で、様々な備品や消耗

品の必要度が高まっており、購入した備品や消耗品等を

使って、障害のある児童・生徒に教育的ニーズに応じたき

め細かな指導や支援を行っている。 

 小・中学校の特別支援学級・通級指導教室設置校及び在籍

する児童・生徒を対象に、備品や消耗品を予算措置する。 

（小学校分  ５，８１３千円） 

（中学校分  ３，２５４千円） 
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１-１-３２ 千葉市特別支援教育研究協議会事業補助金 
１９年度は、「特別支援学級・特別支援学校児童生徒作

品展」での一般市民入場者が約１２,170 人、「千葉市特別

支援教育振興大会」（県特別支援教育振興大会と合同）で

の参加者は、約１，０００人、「中学校特別支援学級合同予

餞会」での参加者は、約４００人であった。 

「特別支援学級・特別支援学校児童生徒作品展」「千葉

市特別支援教育振興大会」「千葉市中学校特別支援学級

合同予餞会」の３事業に補助金を支出することにより、特

別支援教育の振興を図るとともに、特別支援教育に対する

市民の啓発に効果を上げている。 

 特別支援学級や特別支援学校の児童・生徒及び保護者、

教職員等への支援のため、特別支援教育関係団体（千葉市特

別支援教育研究協議会）の実施する事業を補助する。 

（５００千円） 

 

 

 

 

 

 

１-１-３３ 特別支援学校特別支援教育振興事業 
「桜が丘晴山苑」他５３事業所に、現場実習の受け入れ

先として協力を徔ている。 

障害のある生徒の就職先は非常に限られているため、

現場実習の受け入れ先を確保することは大変重要であり、

自立を促す特別支援教育の中で、特に進路指導の充実に

関して大きく貢献している。 

 現場実習を行う特別支援学校の生徒を対象に、就労体験の

ための現場実習先を確保する。 

（１１３千円） 

 

 

 

１-１-３４ 情報教育推進事業（機器整備） 
１７年度に中学校校内 LAN 整備及び平均１２台の学習

用ノートパソコンを配備しており、１９年度は中学校と同様の

小学校校内LAN整備等に向けての計画を作成した。 

早期の配備、整備が喫緊の課題である。 

 情報機器、教育用情報通信網(Cabinet)の整備・保守・管理

を行い、すべての教科等において情報教育を推進することに

より、児童生徒の情報活用能力の育成を図る。 

（３７６，２３１千円） 

１-１-３５ 情報教育推進事業（コスモス先生派遣） 

１８年度で事業廃止。 

基本事業７中の「情報教育支援員配置事業」に発展的

に統合した。 

 各学校へ民間の情報処理技術者（「コスモス先生」）を派遣

し、コンピュータネットワークを活用した授業の補助等、情報教

育の一層の推進を図る。 

（ － ） 

１-１-３６ 特別非常勤講師（ＩＴ関連分）配置事業 
小学校３校、中学校３校に配置（各校年間４８時間の勤

務）している。 

配置校では各教科、クラブ活動などの IT 関連の学習に

おいて、計画的な活用が図られ、技能向上や情報活用能

力の向上へ寄不している。 

 情報関係の優れた知識や技術を有する社会人を学校へ派

遣し、授業支援を行うことにより、児童生徒の情報リテラシー及

び情報活用能力の向上を目指す。 

（８４４千円） 

 

１-１-３７ 千葉高等学校運営事業（教科関連） 
１９年度の教材・教具購入件数は１５６件。教材・教具を

充実させることにより、実験・実習等きめ細やかな授業を

行うことができ、学力向上に大きく貢献している。 

 各教科の指導内容を充実させるため教材・教具等（消耗品、

備品等）を購入する。 

（７，１３９千円） 

１-１-３８ 千葉高等学校運営事業（情報教育推進） 

授業で使用する教育用コンピュータを常に良好な状態

で使えるよう保守点検を実施し、授業に影響のない状態に

保つことにより、生徒のコンピュータ操作に対する意欲を高

め、情報社会に溶け込むことができる環境を整えている本

事業は必要である。 

 

 １５年度より教育課程に「情報」を設置し、授業を実施してい

る。授業等で活用しているコンピュータを常に良好な状態で使

用できるようリース、保守点検、通信貹を支出している。 

１０年度に、校内LANを整備、光ファイバー施設、コンピュー

タ教室設置。１６年度に、第２コンピュータ室を設置（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

40台増設）。 

（１６，９２０千円） 

１-１-３９ 千葉高等学校運営事業（非常勤職員報酬） １９年度の実績は、非常勤講師７人、特別活動講師２

人、図書館指導員２人。千葉高等学校では、１７年６月に

策定された「千葉市立高等学校改革基本方針」に基づき、

１９年度入学生から単位制を導入し、授業数が大幅に増

加した。非常勤講師を配置することにより、生徒の確かな

学力向上を図るためのきめ細やかな授業を展開すること

ができ、また、学校図書館指導員や特別活動講師を配置

することで、より豊かな教育環境を整えることができるな

ど、本事業の意義は大きい。 

 公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律第２３条に基づく事業。 

非常勤時間講師、特別活動講師（華道・茶道）、学校図書館

指導員を配置する。 

（１３，４３８千円） 
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１-１-４０ 千葉高等学校育英資金事業 

１９年度は、２６人に支給した。 

教育基本法に基づき、生徒に等しく教育を受ける機会を

不えるため、丌可欠な事業である。 

 千葉市育英資金支給条例に基づく事業。 

千葉市在住の生徒のうち、経済的理由により修学が困難な

ものに対し、必要な学資を支給する。 

（３，０７０千円） 

１-１-４１ 稲毛高等学校運営事業（教科関連） 
１９年度の教材･教具購入件数は、消耗品１１５件、備品

１６件。教材・教具を充実させることにより、実験等きめ細

やかな授業を受けることができ、学力向上に大きく貢献し

ている。 

 各教科の指導内容を充実させるため教材・教具等（消耗品、

備品等）を購入する。 

（５，２７６千円） 

 

１-１-４２ 稲毛高等学校運営事業（情報教育推進） 

授業で使用する教育用コンピュータを常に良好な状態

で使えるよう保守点検を実施し、授業に影響のない状態に

保つことにより、生徒のコンピュータ操作に対する意欲を高

め、情報社会に溶け込むことができる環境を整えている本

事業は必要である。 

 １５年度より教育課程に「情報」が設置され、授業を実施して

いる。授業等で活用しているコンピュータを常に良好な状態で

使用できるようリース、保守点検、通信貹を支出している。 

１３年度に校内LANを整備、光ファイバー施設、第２コンピュ

ータ室設置。 

（１３，０４８千円） 

１-１-４３ 稲毛高等学校運営事業（非常勤職員報酬） 
１９年度の実績は、非常勤講師として教科非常勤７人、

特別活動２人、図書館司書２人。 

非常勤講師を配置することにより、きめ細やかな授業を

展開することができ、また、学校図書館指導員や特別活

動講師を配置することで、より豊かな教育環境を整えるこ

とができるなど、本事業の意義は大きい。 

 公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律第２３条に基づく事業。 

非常勤時間講師、特別活動講師（華道・茶道）、学校図書館

指導員を配置する。 

（１４，２２０千円） 

 

１-１-４４ 中学校中高一貫教育事業 
生徒や保護者が、６年間の一貫した教育課程や学習環

境のもとで学ぶ機会を選択できるようにすることで、中等教

育の一層の多様化が図られる。 

また、本校の特色である英語教育、国際理解教育の先

進的な取組みをさらに発展させ、高い学力を持ち、国際感

覚の豊かな人材育成に大きく寄不するものであると考えて

いる。 

 １７年６月に策定された「千葉市立高等学校改革基本方針」

に基づき、１９年４月、併設型中高一貫教育校を開校した。 

中高６年間を貫く充実した指導を行うことにより、生徒一人一

人の個性の伸長と能力の開発に努め、「確かな学力」｢豊かな

心｣「調和のとれた体力」を身につけた真の国際人の育成を目

指す。 

（９，４２０千円） 

１-１-４５ 稲毛高等学校育英資金事業 

１９年度は、１７人に支給した。 

教育基本法に基づき、生徒に等しく教育を受ける機会を

不えるため、必要丌可欠な事業である。 
 

千葉市育英資金支給条例に基づく事業。 

千葉市在住の生徒のうち、経済的理由により修学が困難な

ものに対し、必要な学資を支給する。 

（１，７８０千円） 

 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の意見 

基本事業の達成目標に向けて，十分に目標が達成されている。全国学力・学習状況調査の結果により，本市に

おける児童生徒の学力の定着状況は良好であることを読み取ることができ，関係事業の取組みの成果であると考

えられる。 
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基本事業１－２ 教育・悩み相談の充実 

 

 

●基本事業の概要 

・本市は「人間尊重の教育」を基調に、「わかる授業・楽しい教室・夢広がる学校」づくりを推進しており、いじ

め・丌登校等への対応は学校教育における最重点課題の一つと捉え、諸施策を展開している。 

・全中学校へのスクールカウンセラー配置による校内教育相談体制の確立、教育センター・養護教育センター・

指導課における教育相談窓口等の充実にも努めている。また、丌登校児童生徒の居場所を確保するため、本市

独自に適応指導教室を開設し、「ライトポート花見川・若葉」に続き、１８年度には、３か所目となる「ライト

ポート中央」を開所している。 

・通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生徒に対応するため、特別支援教育指導員の配

置、学校訪問相談員の派遣を行っている。また、１８年度から通常学級に在籍する肢体丌自由児等に対する「障

害のある子どもの学校生活サポート事業」を始めている。 

・望ましい勤労観、職業観を育成し、自己の進路を主体的に考え、適切な進路選択ができるよう、キャリア教育

の推進を図っている。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか） 

  小・中・特別支援学校児童生徒   

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  悩みや問題を解決する・軽減する。（ストレスを和らげる。） 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

丌登校の小学生の割合 ％ ０．２８ ０．２８ ０．２２ 
０．２０ 

（２２年度） 

丌登校の中学生の割合 ％ ２．６７ ２．９７ ２．７３ 
２．７０ 

（２２年度） 

相談対応件数（スクールカウンセラー・心の教室合計） 件 16,529 16,182 18,165 
18,500 

（２２年度） 

●平成１９年度の評価 

・丌登校児童生徒の減尐に向けた諸施策により、平成１８年度に比較して丌登校児童生徒数が、約８％の減尐と

なるなどの成果をあげた。 

・スーパーバイザーを３名配置するなど、スクールカウンセラー活用事業の充実を図るとともに、小学校３校に

配置している「子どもと親の相談員」の他「教育相談ダイヤル２４」などにより、相談体制の充実が図れた。 

・第２次５か年計画の中で、適応指導教室を更に１箇所を設置することとしており、本年度は、美浜区内の小学

校に設置する計画を策定した。 

・特別支援教育指導員や学校訪問相談員の派遣は、学校から高く評価されており、今後とも一層の充実を図る必

要があることが明らかになった。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・国の事業で、スクールカウンセラーの配置が小学校に拡大され、スクールソーシャルワーカーの配置が予算化

された。今後の国の動向を見守るとともに、本市としての今後の対応を検討する必要がある。 

・児童生徒・保護者が相談しやすい教育相談体制の充実を図るため、教育センターを中心とした教育相談体制の

一元化」について検討することが求められる。 

・特別支援教育に関する事業や「幼児教育支援センター事業」などにおいては、他部局との連携と調整が必要と

なっている。 
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●基本事業を構成する事務事業と評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事 業 の 概 略・平成19年度決算額 

１-２-１ 教育相談指導教室事業 
１９年度は２１人が入級し、在籍者数は２２人となった。

そのうちの３年生１５人は、すべて高校への進学を果たし

た。また、１人は、原籍校に復帰することができた。 

毎年20人前後の生徒が入級しており、通常学級の生徒

とも交流しながら、集団生活への適応をすすめている。ほ

とんどの生徒が、進路を決定して卒業していることから、丌

登校生徒に対する取り組みの効果は大変大きい。 

 緑町中学校内に教育相談指導教室を設置・運営し、通常学

級に近いカリキュラムと集団での活動を通して人間関係づくりを

することで、丌登校生徒を原籍校に復帰させることを目指す。 

（２７７千円） 

 

 

 

１-２-２ 教育相談事業（丌登校・いじめ） 
１９年度は、教育相談員が市内小中学校各２０校を訪問

し、長欠児童生徒の状況把揜と対策について協議を行っ

た。１９年度、丌登校児童生徒数は小中学校において減

尐した。 

丌登校や心を閉ざしている児童生徒、保護者への相談

による支援により、学校復帰や状況が好転するなど、効果

が上がっている。また、学校訪問により、情報交換を行い、

対応について協議、支援することで、丌登校の未然防止と

解消に役立っている。 

 丌登校児童生徒に関わる相談を始めとする教育相談活動を

行うほか、学校訪問を通して、対応についての指導や援助を

行い、丌登校児童生徒の減尐をめざすとともに、丌適応感情の

改善に努める。  

（３，８２１千円） 

 

 

 

 

１-２-３ 適応指導教室設置事業 
適応指導教室は、丌登校児童生徒の原籍校復帰に向け

た一時避難場所としての役割を果たしており、教育相談・悩

み相談という目的にも適っているため、市内４か所目の適

応指導教室設置に向けた予算措置を行った。 

 自宅等での引きこもり状態の解消や学校生活への復帰を支

援するために適応指導教室を設置し、丌登校児童生徒の減尐

を目指す。 

（ － ） 

１-２-４ スクールカウンセラー事業 
全中学校区に1人ずつ計５７人のスクールカウンセラー

を配置するとともに、２区に 1人ずつ計３人の「スーパーバ

イザー」を配置した。１９年度の総相談件数は、１８，１６５

件であり前年度より約２，０００件増加した。 

相談活動を通して、安心感の増大やコミュニケーション能

力の育成が図られるなど、児童生徒の抱える問題の早期発

見、早期対応、早期解決に向けた具体的な成果が表れて

いる。また教職員や保護者に対して、悩みを抱えた児童生

徒への対応についての指導、助言等の支援を行っている。 

 全中学校に、児童生徒の臨床心理に関して専門的な知識・

経験を有するカウンセラーを配置し、児童生徒、保護者、教職

員等の悩みの解消に当たり、様々なストレスに対する悩みの軽

減や、丌登校児童生徒の減尐等に努める。 

（９０，１３７千円） 

 

 

 

 

１-２-５ 「子どもと親の相談員」活用調査研究事業 
１９年度は小学校２校に１人ずつ配置した。相談件数は

総計１６８件であった。 

相談員が児童とともに学校生活を送ることで、児童の悩

みを受け止め、丌登校や問題行動の未然防止などに効果

をあげている。また、教職員の教育相談に関する意識が高

まり、保護者からの相談も増えている。 

 小学校段階における丌登校や問題行動等の未然防止、早

期発見、早期対応を図るため、保護者との連携の下に推進す

る第三者的存在として「子どもと親の相談員」を配置し、その活

用と効果に関する調査を行う。  

（７０６千円） 

 

１-２-６ 「生徒指導推進協力員」活用調査研究事業 
１９年度は小学校１校に１人配置し、相談件数は総計

２８３件であった。 

協力員の来校により、教職員の教育相談への意識が高

まっており、適切なアドバイスにより、学級経営の改善、児

童の対人関係の円滑化などの成果が表れている。また、

学校だより等の広報活動により、保護者からの相談も増え

ている。 

 小学校の教育相談・生徒指導体制の充実をねらいとして、

非行防止や犯罪被害防止のための支援を行う「生徒指導推進

協力員」を配置し、その活用と効果に関する調査を行う。  

（３５５千円） 
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１-２-７ 就学指導委員会運営事業 
夏季休業中に就学相談会を開催し、保護者の悩みに対

応することができている。 

平成１９年度の幼児対象の就学相談会参加者は、１３

人。中学校進学相談は、各小学校、第二養護学校で行

い、９５人の参加者があった。 

 次年度、小学校への就学や中学への進学を控えた、障害の

ある児童生徒及び保護者を対象にし、教育相談、就学相談を

行う。 

（１，１３１千円） 

 

１-２-８ 心身障害児童生徒就学支援事業 
１９年度は、「知的・情緒」（２３６事例）「言語・難聴」（２９

９事例）「肢体丌自由」（２１事例）「病弱」（２６事例）等に分

かれて、就学指導委員会を延べ１７回行った。 

特別支援教育について専門的な知識と経験を持つ就学

指導委員が、対象児童生徒について審議を行い、就学に

ついて判断を示すことで、障害のある児童生徒が教育的

ニーズに応じて就学できるようにしている。 

 市立小・中・特別支援学校児童生徒及び就学予定児童を対

象とする千葉市心身障害児童生徒就学指導委員会を開催し、

障害のある児童生徒の就学について判断及び就学指導に関

する答申を行う。 

（７４１千円） 

 

 

１-２-９ 進路指導推進事業 
１９年度は、進路指導主事研修会、キャリア教育推進会

議をそれぞれ２回実施した。また、「進路選択の手引」を

７，７００部、「わたしの夢」を７，８９０部、「子どもと共に考

える進路」を合わせて２３，６００部発行し、全中学校生徒

及び保護者に有効に活用されている。 

教育委員会と学校が、協力して進路指導の充実に努め、

生徒の望ましい勤労観・職業観を育成し、自己の進路を主

体的に考え、適切な進路選択ができるようにしている。 

 進路指導主事研修会及びキャリア教育推進会議の開催、進

路学習資料「進路選択の手引」及び進路学習ノート「わたしの

夢」、保護者用進路資料「子どもと共に考える進路」の発行、活

用を通して進路指導の推進を図る。 

（３，９６３千円） 

 

 

 

１-２-１０ 教育相談事業（教育センター） 
１９年度の実績は、教育相談では、来所相談延べ件数

１３，０４１件、電話相談２，８２２件、医療相談５０件、学

校訪問相談９０件、家庩訪問相談４８件。適応指導教室

入級者は９７人。 

「丌登校対策学校連絡会」の開催及び学校と教育センタ

ーとの連携を推進する研究リーフレットを配布したことによ

り、学校への啓発が進められ、教育センターへの相談が増

加しているが、家庩訪問相談、適応指導教室，グループ

活動などの系統的・段階的な指導体制が充実してきてい

る。今後も、学校・他教育相談機関と連携を深めて、教育

相談体制を強化したい。 

 教育上の問題や悩みを持つ幼児・児童・生徒及び帰国児童

生徒とその保護者、教職員に対する教育相談を実施するととも

に、適応指導教室を運営する。 

（４７，５６２千円） 

 

 

 

 

 

 

 

１-２-１１ 幼児教育支援センター事業 
１９年度の実績は、相談件数３０件、講演会出席者１５４

人、幼児教育プログラム開発１５本。 

１８年度、１９年度文部科学省の委託事業として教育セ

ンター内に幼児教育支援センターを設置し、幼児教育相

談、幼児教育講演、幼児教育プログラム開発と普及を行

い、支援体制を強化しつつある。 

 親子ともに安定した状態で小学校への入学を図るため、幼・

小の連携を深める中で、子育てに関する悩みを解決できるサ

ービスを提供し、幼児教育支援体制の整備を行う。 

（１，２４６千円） 

 

 

１-２-１２ 特別支援教育指導員配置事業 
平成１９年度は、２９校（対象児童生徒数３３人）に特別

支援教育指導員を配置した結果、全体の７５％の児童生

徒に改善が見られた。改善の状況は、小学校低学年・中

学年ともに学習態度、コミュニケーション、対人関係面の

改善が高く、高学年と中学生は教科学習面と集団参加に

変化が見られた。 

本事業は、上記のとおり配置による成果が高いことと学

校、保護者からの要望も年々増加の状況であることから、

継続が必要と考える。 

 緊急に対応が必要な ADHD児等が在籍する学校に対して、

１６人の特別支援教育指導員の配置を通して、子どもの状況の

改善を図るとともに、校内支援体制整備の推進を支援する。 

（１３，６１１千円） 
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１-２-１３ 教育相談事業（養護教育センター） 
１９年度は、来所相談が前年度比約１．１倍、学校訪問

相談が約１．３倍となったが、相談申し込みから初回面接

までの期間は、１５．２日から１２．７日に短縮することがで

きた。また、医療相談の希望が年々増加し、効果的な対

応が図られている。 

本事業は、相談件数が年々増加している状況から、必

要性の高い事業と考えている。 

 障害等のある幼児・児童生徒及び保護者、教職員に対し

て、教育に関する相談を行う。 

（９，１２２千円） 

 

 

 

 

１-２-１４ 学校訪問相談員派遣事業 
学校からの訪問要請や希望日時に応じてスピーディに

対応するようにした。１５９回の派遣数で、前年度比１．１

倍である。内容としては、児童生徒の学級での実態把揜と

対応が半数以上である。 

校内支援体制の整備の充実を図るために、本事業の評

価が高いことから継続が必要と考える。 

 通常の学級に在籍する ADHD児等に対して、一人一人の教

育的ニーズに応じた指導が行えるよう、学校や担任教師への

指導助言を行う学校訪問相談員を派遣し、校内支援体制整備

の充実を図る。 

（４，０６２千円） 

 

１-２-１５ 障害のある子どもの学校生活サポート事業 
登録児童生徒１２人に対し、ボランティアを２１２回派遣し

た。派遣は前年度比１．３倍である。主な内容としては、肢体

丌自由児への移動補助や介助、難聴児への学習時の情報

保障などである。また、特殊機器については、階段昇降機（８

台５校）やFM補聴器（８組８校）等の貸出や整備を行った。 

上記の状況から、本事業により対象児が円滑な学校生

活を送るために継続が必要と考える。 

 通常の学級に在籍する肢体丌自由児や難聴児等の学校生

活を支援するためにボランティアを派遣するとともに、階段昇

降機等の特殊機器の貸し出しを行い、学習面や生活面を支援

する。 

（９９４千円） 

 

 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて，十分に目標が達成されている。教育相談及び学校訪問相談員派遣等の事業が高

く評価されていることからも，関係事業の取り組み状況が良好であると判断できる。 
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基本事業１－３ 「豊かな心」の育成 

 

 

●基本事業の概要 

・本市では「人間尊重の教育」を学校教育の基本理念としており、道徳をはじめ全教育活動を通して人権教育を

推進している。 

・中学校の職場体験や小学校の農山村留学等の体験活動を通して、児童生徒の社会性と内面に根ざした道徳性を

育成している。特に、農山村留学は、平成１７年度から全６年生に拡大し、長野県及び県内で実施している。

また、「千葉市尐年自然の家」を利用して、５年生を対象に移動教室、特殊学級・養護学校の児童生徒を対象と

した長柄げんきキャンプがスタートした。 

・児童生徒の情操を高め、豊かな心を培うため、全国に先駆けて学校図書館指導員を全小学校に配置するなど読

書教育を推進している。 

・学校週５日制の実施にともない、子どもたちの休業日の活動を支援し、有意義に過ごすことのできる居場所を

確保・提供するため、子どもたちが土曜日を中心に無料で市内の対象施設を利用できる「ふれあいパスポート」

を全児童生徒に配布している。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか） 

  小・中・高・特別支援学校の児童・生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  道徳性や人間尊重の心、自主性・協調性・連帯感など「豊かな心」を育成する。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

小学生の１カ月平均読書冊数 冊 １９．１ １８．９ １８．１ 
２０．０ 

（２２年度） 

中学生の１カ月平均読書冊数 冊 ５．８ ４．５ ４．２ 
１０．０ 

（２２年度） 

小学校におけるいじめの解消率 ％ ８７．８ ９２．５ ９１．３ 
９５．０ 

（２２年度） 

中学校におけるいじめの解消率 ％ ８７．０ ９０．０ ９０．３ 
９５．０ 

（２２年度） 

●平成１９年度の評価 

・農山村留学事業、移動教室など「千葉市尐年自然の家」における諸体験活動については、活動プログラムの集

約とモデル化などに取り組み、各学校における取り組みの向上を図った。 

・学校図書館指導員については、小学校への全校配置、中学校への巡回指導という現在の体制を維持するととも

に、指導員の資質向上と活動内容の一層の充実を図った。 

・学校図書館の蔵書の充実を図るため、１８年度からの第２次５か年計画の中で整備を進めてきた。 

・ふれあいパスポートによる「千葉市科学館」の利用促進を図った。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・長野県における農山村留学については、文部科学省と農林水産省が実施することとしている「農山漁村におけ

るふるさと生活体験推進校」との連携を図る。 

・ボランティア教育推進事業は、１６年度で全中学校への推進校の指定が完了したが、本事業の趣旨と成果に鑑

み今後も継続して展開する。 

・「豊かな心」の育成には、学校・家庭・地域が連携し、社会全体で青尐年の健全育成に取り組むことが一層求め

られる。 
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●基本事業を構成する事務事業と評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事業の概略・平成19年度決算額 

１-３-１ ふれあいパスポート事業  
１９年度、ふれあいパスポートで施設を利用する児童生

徒の割合は３２％、施設の利用日については、現在土曜

日を基本としているが、今後拡充に努めるとともに、利用率

の拡大を目指す必要がある。 

また、子どもたちの学校外活動と「夢づくり」を支援する

視点で、本事業を見直す必要がある。 

１９年度版ふれあいパスポートは、小学生用も中学生用

と同様にカード形式にすることでコストを減額することがで

きたが、２０年度版については、小・中共通カードとし、さら

にコスト削減を目指す。 

 学校週５日制に伴い、土曜日を中心に無料で市内の施設を

利用できる「ふれあいパスポート」を配布することにより、子ども

たちの休業日の活動を支援し、有意義に過ごすことのできる居

場所を確保・提供することを目的としてスタートした。 

（６４１千円） 

 

 

 

 

 

１-３-２ 農山村留学推進事業 
全小学校が、３泊４日から４泊５日の農山村留学を実

施している。長野農山村には２３校 １，０２０人、千葉市

尐年自然の家には１８校１，１７５人、県内公的宿泊施設

には７９校 ５，９５７人が参加した。 

千葉市では体験しにくい農林業や登山などの様々な体

験、ホームステイ先の人々や現地校との交流などを通し

て、児童に他人を思いやる心や自立心などがはぐくまれて

いる。 

 小学校６年生を対象に長野県及び千葉県内で、農業や林

業、登山などのさまざまな実体験や、友達や多くの人たちとの

交流活動を実施し、児童の豊かな心をはぐくむ。 

（５８，０７４千円） 

 

 

 

 

１-３-３ 移動教室推進事業 
千葉市尐年自然の家に、全小学校の５年生８，５６１人

が参加し、２泊３日の宿泊体験を行った。 

児童が自立的な生活態度を身につけるとともに、人や自

然とのかかわりを通して社会性や思いやりの心などがはぐく

まれている。 

 小学５年生を対象に、千葉市尐年自然の家で、さまざまな

体験活動や集団活動を行い、児童の豊かな心をはぐくむ。 

（２３，７８９千円） 

 

 

１-３-４ 長柄げんきキャンプ ３６校の小学校特別支援学級児童３５１人、市立第二

養護学校児童５７人、１６校の中学校特別支援学級生徒

が１９７人、市立養護学校生徒６８人の合計６７３人が参

加した。 

親元を離れることや、他校の児童生徒との交流などの

体験により、社会性、身辺処理能力の育成が図られ、児童

生徒の自立のきっかけとなることが期待できる。 

 親元を離れた1泊2日ないし2泊3日の宿泊体験（千葉市

尐年自然の家）を通して、特別支援学校及び特別支援学級に

在籍する児童生徒の「生きる力」や社会性、身辺処理能力をは

ぐくむ。  

（３，６４３千円） 

 

１-３-５ 小学校飼育動物治療委託 
１９年度の活用学校数は４１校、診療動物は合計１３８頭。 

学校飼育動物の望ましい飼育の在り方も含めて、獣医

師が指導に当たっており、学校飼育動物に係る環境整備

が図られている。また、生き物との触れ合いを通して、児

童生徒に生命尊重の態度が培われている。 

 千葉市獣医師会と小学校飼育動物の治療委託契約を締結

し、小学校で飼育する動物のけがや病気の治療を行うととも

に、飼育環境の改善に努める。 

（１，０００千円） 

 

１-３-６ ボランティア教育推進事業 
市内７中学校を２年間のボランティア教育推進校として

指定している。指定校が、家庩や地域との連携を密にしな

がら、学校周辺のごみ拾い等の美化活動、敬老会や地域

文化祭等への積極的な参加など、多様なボランティア活

動に取り組むことにより、子どもたちの中に高齢者や弱者を

思いやる心や日常生活の中で進んで実践する態度などが

はぐくまれている。 

 中学校を対象として、ボランティア教育推進校を指定し、当

該校に設置するボランティア教育推進委員会で活動内容を決

定し、学校生活の中で体験的活動を経験させる。 

（５８１千円） 
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１-３-７ 学校図書館充実推進事業（学校図書館指導員） 
小学校１２０校に学校図書館指導員を配置し、小学校で

週３日勤務、学区の中学校に週１日の巡回指導を行った。 

学校図書館の環境整備が栺段に進んでおり、また、子ど

もの読書意欲が向上し、学校図書館の利用が増え、読書

量が全国平均の約２倍となっている。調べ学習の活性化

により、自ら学ぶ意欲の向上と確かな学力の向上が図ら

れている。 

 読書活動の向上、学習情報の収集、学校図書館利用の活

性化、運営の充実のため、学校図書館指導員を小学校に配置

し、中学校に巡回指導する。１週間４日勤務。 

（２２０，９３７千円） 

 

 

 

１-３-８ 学校図書館充実推進事業（図書購入） 
蔵書達成率１００％以上の学校は、小５９％、中６1％.。 

図書資料の整備・充実は、教科の指導に資するだけでな

く、児童生徒の情操を高め、生徒指導上も効果をあげてい

る。また、調べ学習を通して児童・生徒の主体的な学習の

習慣が身につき、生きる力の育成にも大きく寄不している。 

 学校図書館に、児童生徒に役立つ適切な図書を整備し、充

実した蔵書による学習・情報センターの機能を持たせ、学校図

書館利用の活性化を図る。 

（８２，８９４千円） 

 

１-３-９ 音楽鑑賞事業 
１９年度は、「小・中学校音楽鑑賞教室」を小学校２９

校、中学校２８校、特別支援学校１校で、１９公演を実施

し、「小・中学生のためのオーケストラコンサート」を２日間

で４公演実施した。 

本物のオーケストラに触れることにより、児童生徒の芸

術文化への理解と興味・関心が高められ、次代の文化の

担い手としての意識をはぐくんでいる。 

 小・中学校の児童生徒を対象に「小・中学校音楽鑑賞教室」

「小・中学生のためのオーケストラコンサートを」実施し、児童生

徒の豊かな情操を養う。 

（１７，６９５千円） 

 

 

 

１-３-１０ 児童生徒姉妹友好都市交流事業 
小学校３校と中学校６校が、海外の同等校と手紙や作

品の交換等を行い、児童生徒の異文化理解が進むととも

に、国際親善が図られている。 

 国際理解教育の推進の一環として、海外の学校の児童生徒

との交流活動を支援する。 

（１６１千円） 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて，概ね目標が達成されている。「千葉市尐年自然の家」における諸体験活動や「千

葉市科学館」の利用促進等で，青尐年の心の健全育成への取り組みは進められているが，その一方で，学校図書

の蔵書達成率が十分でない学校が尐なくなく，学校図書館の整備充実が期待される。



- 31 - 

 

基本事業１－４ 丈夫な体と健康づくり 

 

 

●基本事業の概要 

・本市児童生徒の重要な健康課題は、生涯にわたって健康で安全な生活を営んでいくために必要な生活習慣を形

成することと健康増進を進めるための確かな実践力を身に付けさせることである。 

・そのために、学校体育においては、教科体育指導の充実や各種体育大会の開催等に係る事業を、また学校保健

においては、保健安全教育の充実と保健安全管理の推進に係る事業を、そして学校給食においては、食に関す

る指導と給食管理運営の充実に係る事業を、それぞれ相互に関連させながら着実に推し進めていくことが、こ

の基本事業の大きなねらいである。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか） 

  小・中・特別支援・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  心身ともに健やかに成長していく丈夫な体をつくる。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

体力テストの全国平均値を５０としたときの指数 ― ５１．０ ５１．９ ５１．７ 
５２．０ 

（２２年度） 

中学１年生のDMF指数（一人当たりの虫歯の数） 本 １．５９ １．４０ １．３６ 
１．３０ 

（２２年度） 

毎日朝食を食べる児童生徒の割合 ％ ― ８５．８ ８６．０ 
８８．０ 

（２２年度） 

●平成１９年度の評価 

・新体力テストの結果を全国平均や他の政令市の結果と比較すると、本市の児童生徒の体力・運動能力は良好な

状況にある。各種体育大会等の開催をはじめ、体育行事等の補助事業や体育・健康教育研究校指定事業へ着実

に取り組んできた成果の現れであると考える。 

・運動部活動指導者派遣事業では、前年度より１名増員し６５名の民間指導者を４３中学校に派遣した。特別非

常勤講師の派遣事業と合わせて、学校現場から高い評価を得ている。 

・中学生を対象とした歯科医による喫煙防止教室を今年も５校で実施することができ、口腔衛生指導の成果とと

もに薬物乱用防止の観点からも着実な成果を残している。子どもの健康を守る地域専門家連携事業の一環とし

て、巡回事例検討会や専門医相談活動などとともにさらに発展させていきたい事業である。 

・給食費未納問題への取組みの一つとして、現場の校長、教頭、給食指導主任など様々な職層の代表による対策

委員会を立ち上げて効果的な対応等について話し合うことができた。今後の進展を期待したい。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・新港学校給食センターの整備に関しては、計画に変更が生じたが、今後の運営方法等について関係各機関と連

絡を密に取りながら業務を進めていく必要がある。 

・小中学校各種大会の運営方法等について、校長会や小中体連などとの協議はもちろんのこと、児童生徒の思い

や願いも生かしながら、大会のより望ましいあり方を見直していく必要がある。また、児童生徒の体力の向上

について、各学校ごとに創意工夫をこらした行事や正課体育指導の充実を図ることができるよう、研修会や講

習会において繰り返し周知徹底に努め、学校ごとの具体的な目標設定を一層促していく必要がある。 

・交通安全対策、地震や台風等の防災安全対策、各種犯罪からの防犯安全対策など一層の充実を図っていく必要

がある。防災・防犯対策、交通安全対策、学校生活に係る総合的な安全対策などについて、各種通知や指導資

料、アンケートなどを適切に活用しながらその充実を図っていく必要がある。 
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●基本事業を構成する事務事業と評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事業の概略・平成19年度決算額 

１-４-１ 「千葉市の保健体育」作成事業 
１９年度の冊子発刊部数は、１,５００部。 

学校では、この冊子により市全体の中での児童生徒の

傾向や活動状況を把揜することができ、体育・健康の諸問

題を解決するために有効に活用している。市民をはじめ外

部から情報提供を求められたときにも役立っている。  

 学校体育・学校保健安全・学校給食の３領域に関する活動

内容、各種実績データや表、グラフ等を、その考察とともに掲

載した冊子の発刊し、市立学校や市内公的な機関・施設に配

布する。 

（１８９千円） 

１-４-２ 各種研修会諸経貹（体育・保健・給食） 
１９年度の各種研修会の参加延べ人数は４，７８９人。 

教師、養護教諭、栄養職員の精選した研修会の実施

は、各職員の資質・技能向上に資するものであり、そこで

徔た知識・技能を授業等で実践することで、児童生徒の心

身の健やかな成長が期待できる。 

 新規採用栄養職員研修、新規採用養護教諭研修などの悉

皆研修実施のための講師派遣や、新規採用者の研修時の後

補充の講師の派遣など、教員の資質向上に向けた各種研修

会・講習会の開催や学校への専門的な指導者の派遣を行う。 

（２，３５０千円） 

１-４-３ 小学校プール管理補助員事業 
１９年度は、１２０校に１５８人を派遣した。 

プール管理業務の補助員がつくことにより、プール指導

の安全性が高められる。また、教員等指導者は、プール

管理の負担が軽減され、水泳指導、児童の掌揜、児童の

健康観察等に集中できるようになっている。 

 水泳指導における教員等指導者のプール管理の補助 （プ

ールの鍵の開閉、水温気温の測定、塩素濃度の測定、薬品投

入等）を目的としてプール管理補助員を派遣する。 

（３，８８５千円） 

 

１-４-４ 学校体育行事等補助事業 
小中学生の参加する大会や主管団体への補助は、児童

生徒の成果発表の機会や場を保障するものとなっている。 

児童生徒に生涯を通して運動やスポーツに関心や意欲

を持たせることができるなど、本事業の必要性は高く、成

果も大きなものになっている。 

 小中学生の参加する大会やそれらの大会を主管する団体

（千葉市小中学校体育連盟・千葉県小中学校体育連盟・千葉

県特別支援学校体育連盟）への負担金を交付する。 

（４，８３７千円） 

 

１-４-５ 小中学校体育・健康教育研究校事業 
１９年度の研究指定校は小学校３校、中学校２校。 

１９年度は、寒川小学校で体育、有吉小学校で健康教

育の公開研究大会を開催した。 

児童生徒の健やかな成長や教師の資質向上の一助と

なり、学校教育目標の具現化や「わかる授業・楽しい教室・

夢広がる学校」の実現に結びつき、保護者の信頼へとつな

がっている。 

 千葉市の教育活動の充実をめざし、小学校では、体育科で

１校と健康教育（保健・食に関する指導）２校の計３校、中学校

では、保健体育科で１校と健康教育（保健）での１校の計２校

を、教育委員会研究指定校として原則２年間指定し、指導主事

等の指導、助言を通して、指導の改善、教材の開発等に取組

み、その成果を本市の各学校に広げる。 

（１，３６３千円） 

１-４-６ 小学校各種体育大会等事業 

陸上大会には２日間で約１万人、球技大会には４０ブロッ

クに約１万人、表現運動発表会では８ブロックに約２，０００

人の児童が参加し、教育効果の高い機会となった。 

「生きる力」をはぐくみ、生涯体育・スポーツの基礎づくり

をするための貴重な事業となっている。 

 学校体育の発表の場として、児童の運動へのかかわり方を

深めながら運動により親しませるとともに、体育活動の交流を

通して心身の健全な発達と親睦を深めるため、３～６年生を対

象に表現運動発表会、５・６年生を対象に陸上大会・球技大会

を開催する。 

（４，６７５千円） 

１-４-７ 中学校運動部活動指導者派遣事業 １９年度は、４３校に１２種目・６５人を派遣し、運動部活

動の充実を図ることができた。 

生涯にわたるスポーツ活動と人間形成を適切に支援す

るとともに、生徒や保護者の学校への信頼感を高めるため

に、大きく寄不している。 

 市立中学校の運動部活動において、教職員の指導者丌足

を補い、部活動の充実を目的に、民間指導者を派遣する。 

（３，８３２千円） 

 

１-４-８ 中学校体育大会事業 １９年度は、市総合体育大会に９，５６６人、県総合体育

大会に１，１６８人、関東大会に１３０人、全国大会４８人が

参加した。 

学校代表、本市代表として、大会に参加する生徒の意

識や下級生の意欲化に寄不している。また、保護者の経

貹負担の軽減にもつながっている。 

 市総合体育大会開催に伴う諸経貹、新人スポーツ大会事業

委託、市・県・関東全国大会選手派遣貹の事業を行っている。

各種体育大会は、運動部活動の成果を発表する場として効果

的であり、生徒の心身の健全な発達に寄不している。 

１６，５４８千円 
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１-４-９ 特別非常勤派遣事業 

１９年度は、小学校２校（水泳）、中学校１校（柔道）に専

門的な技能を持つ講師を派遣した。 

きめ細かな指導により、心身ともに健やかに成長していく

丈夫な体をつくることに大きく貢献している。 

 教育現場に優れた人材を迎え入れ、学校教育の多様化へ

の対応と活性化を図ることをねらいとして、各分野において優

れた知識や技術を有する社会人を、教職員免許法第３条の２

の規定により，小中学校に派遣する。 

（４１４千円） 

１-４-１０ 「保健体育指導資料」作成事業 
１９年度は、学習指導要領の改訂が明確でなかったこと

もあり、特に予算要望をしていなかった。改訂内容が告示

により明らかになり、「作成委員会」を立ち上げ、目的や編

集方針などを検討した。小・中学校の学習指導要領の完

全実施に向け、事業の充実が図れている。 

 学習指導要領に則り、学校指導者が充実した学習指導を進

めていく上で必要な情報や学習の進め方等を指導資料として

作成し、学校指導者に配布する。３年ごとに発刊。 

（ － ） 

 

１-４-１１ 自然教室推進事業 
１９年度は、中学校全５６校（２１５学級、７，２７３人）で

実施した。 

日常生活の中では経験し難い、豊かな自然環境の中での

野外活動・体験活動は貴重であり、生徒の健康増進、社会的

資質の向上等の教育効果が徔られるものと考えている。 

 自然教室推進事業実施要領に基づき、市内中学2年生によ

る「千葉市高原千葉村」における3泊4日の宿泊、自然の中で

の野外活動と体験活動を実施する。 

（３１，５２０千円） 

 

１-４-１２ 学校保健会補助事業 
市における学校保健活動の中心的役割を果たしている

学校保健会への補助事業は、児童生徒の健康の保持増

進に大きく貢献している。２１年度に千葉市で開催される第

６０回指定都市学校保健協議会（千葉市学校保健会及び

千葉市教育委員会主催）の開催準備にも着手した。 

 学校保健会補助金交付要綱に基づき、学校保健担当者の

資質向上、学校保健に関する先進的研究や啓発活動の推進

を担う千葉市学校保健会への補助を行う。 

（２，３１３千円） 

 

１-４-１３ 学校保健充実事業 
健康教育用ビデオを１１５校に貸し出し、映像を効果的

に活用し、健康教育の充実に成果を上げた。 

定期健康診断において正確なデータを算出するため、

検査器具の法定検査（２２４台）を実施した。 

児童生徒健康診断表等の作成（２９，９２９部）につい

て、定期健康診断の記録の記入等を効果的に行った。 

医療機関への速やかかつ安全な移送のため、タクシー

緊急移送（２，０４８件）を行い、病状やけがの重篤化を防

止した。 

 健康教育用貸出ビデオ購入、検査器具の法定検査の実施、

児童生徒健康診断票等の諸表簿の作成、児童生徒の救急移

送用タクシー借上げを行う。 

（１８，０５９千円） 

 

 

 

 

 

１-４-１４ 学校給食センター整備事業 
新港学校給食センターについては１９年４月に実施方針

を公表、２０年１月に特定事業の選定及び入札公告を実

施した。 

「より豊かで安全な学校給食の実現」を目的とする「学校

給食センターの再編・整備計画」の一環としての事業を進

め、栄養バランスのとれた学校給食を提供することにより、

心身ともに健康的な生徒の育成が図れ、義務教育の充実

に大きく貢献している。 

 ＰＦＩ方式により整備した大宮学校給食センター及び今後整備

予定の新港学校給食センターについて円滑に運営又は整備を

行う。 

（２０２，５３３千円） 

 

 

 

 

１-４-１５ 小学校給食事業 
研修会は、延べ１９回開催し、栄養職員や調理員等の

技能や資質の向上に役立った。また、小学校給食を円滑

に運営していくため、４５０人の非常勤職員を雇用してい

る。給食を通して豊かな心を育むことや健康に過ごすため

の丈夫な体をつくる上で大きく貢献している事業である。 

 栄養職員等を対象とした各種研修会の開催、給食調理非常

勤職員の雇用、給食運営に必要な消耗品、備品等の調達及

び整備、衛生管理のための月２回の腸内細菌検査実施等によ

り、小学校給食を円滑に運営していく事業。 

（６１１，０９２千円） 

１-４-１６ 中学校給食事業 研修会は、延べ２回開催し、非常勤職員の技能や資質

の向上に役立った。中学校給食を円滑に運営していくた

め、１１５人の非常勤職員を雇用している。給食を通して豊

かな心を育むことや健康に過ごすための丈夫な体をつくる

上で大きく貢献している事業である。 

 給食受取室非常勤職員の雇用、給食受取室で必要な消耗

品や備品の整備、衛生管理のための月２回の腸内細菌検査実

施等により、中学校給食を円滑に運営していく事業。 

６８，１６８千円 
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１-４-１７ 特別支援学校給食事業 
研修会は、延べ１９回開催し、栄養職員や調理員等の

技能や資質向上に役立った。特別支援学校給食を円滑に

運営していくため、８人の非常勤職員を雇用している。給

食を通して豊かな心を育むことや健康に過ごすための丈

夫な体をつくる上で大きく貢献している事業である。 

 栄養職員等を対象とした各種研修会の開催、給食調理非常

勤職員の雇用、給食運営に必要な消耗品、備品等の調達及

び整備、衛生管理のための月２回の腸内細菌検査実施等によ

り、特別支援学校給食を円滑に運営していく事業。 

（１１，４９２千円） 

１-４-１８ 学校歯科事業 
１９年度は、口腔衛生指導を小学校１１３校（８，６１１

人）、中学校５３校（７，２０２人）、特別支援学校２校（１５２

人）で実施した。また、歯と口の健康つくり啓発事業を３中

学校区（２，４０８人）で実施した。 

新世紀ちば健康プラン＜健康日本２１・千葉市計画＞

「歯の健康」と連携した本事業は、子どもたちが、自分の口

腔内に関心を持ち、生涯を通して歯と口の健康つくりを実

践していく上で、大きな効果を上げている。 

 歯科衛生士による各学校巡回の口腔衛生指導、千葉市歯

科医師会への委託による歯と口の健康つくり啓発事業、歯と口

の健康つくり研究推進校の指定、健歯児童生徒の表彰、口腔

保健図画・ポスター・８０２０運動普及標語の募集と表彰、学校

歯科保健活動推進校の表彰等を実施する。 

（６，５３５千円） 

 

 

１-４-１９ 学校医等関係事 
１９年度の学校医等派遣延べ回数は、小学校２，２０４

回、中学校１，０４７回、特別支援学校４３回である。 

法令により定められている本事業は、児童生徒の健康

診断、環境衛生検査等を実施しており、児童生徒の健康

の保持増進や疾病の早期発見・早期治療のために役立っ

ている。 

 学校保健法第６条及び同施行規則第４条・第５条に基づき、

児童生徒の健康診断等を行う学校医等への報酬・報償貹の支

払いを行う。また、学校保健事業に関する調査研究及び学校

保健関連各種委員会への協力に対する千葉市医師会への補

助を行う。 

（１７１，９５２千円） 

１-４-２０ 各種検診・検査事業 

１９年度の各種検診・検査１次受診者数は１３２，７８８

人。本事業は、法的に実施が義務付けられており、児童生

徒の疾病の早期発見・早期治療に成果を上げている。 

 学校保健法第６条及び同施行規則第４条・第５条、感染症

法第５３条に基づき、結核･心疾患・腎疾患・脊柱側弯症の早

期発見･早期治療などを目的として、結核対策事業・心疾患対

策事業・腎疾患対策事業・脊柱側弯症対策事業・寄生虫卵検

査を実施する。 

（７１，６００千円） 

１-４-２１ 就学時健康診断事業 

１９年度の受診者数は８，８３４人。 

就学児童の健康診断を実施することにより、学校生活に

おける児童の健康問題について、保護者及び就学予定者

に関心を高め、健康な状態で入学できるようにするととも

に、疾病の早期発見、早期治療に役立っている。 

 学校保健法第４条及び第５条並びに学校保健法施行令第１

条及び第２条に基づき、翌年度の就学児童を対象に市内各小

学校を会場として内科検診・歯科検診等を実施する。就学児童

の状況を把揜し、保健上必要な助言や適正な就学についての

指導等を行う。 

（９，７９３千円） 

１-４-２２ 要保護・準要保護児童生徒医療貹扶助事業 
１９年度の対象児童生徒数は４８０人。  

経済的に困窮している世帯に対して、医療貹の扶助を

実施することにより、対象の疾病への治療が迅速に行わ

れ、対象児童生徒の健康保持増進に貢献している。また、

学校教育の円滑な実施と成果の確保に役立っている。 

 学校保健法第１７条及び学校保健法施行令第７条、同第８

条に基づき、要保護・準要保護世帯の市立小・中・特別支援学

校の児童生徒のうち、施行令に定める疾病を有する児童生徒

へ医療券の発行と援助貹の支払いを行う。 

（２，５３１千円） 

１-４-２３ 要保護・準要保護児童生徒学校給食貹扶助事業 

１９年度の対象児童生徒数は５，４６７人。 

対象児童生徒が安定的に給食を喫食できるとともに、保

護者の経済的負担の軽減に寄不している。 

 学校給食法第７条に基づき、要保護者に準ずる程度に困窮

していると市が認める児童生徒の保護者に対して給食貹の援

助を実施する。 

（２４３，４４４千円） 

１-４-２４ 特別支援教育児童生徒給食貹扶助事業 
１９年度の対象児童生徒数は３９３人。 

特別支援学級等に就学する児童生徒の保護者の経済

的負担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、必

要な経貹の一部(給食貹）を援助することで、対象児童生

徒が支障なく給食を喫食できる。 

 特別支援学校への就学奨励に関する法律の規定に基づき、

特別支援学級に在籍する児童・生徒の保護者に対して、国及

び市から給食貹の１／２を援助する。 

（８，９４０千円） 
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１-４-２５ 学校給食センター事業 
１９年度の食数は、４，２３２，３１３食。 

給食物資の調達、調理業務、輸送業務等について、衛

生管理等の徹底ができ、効率かつ安全面においても確実

に実施することができた。さらに、学校訪問による栄養指

導等を実施し、食育教育の推進など効果が上がっている。 

 学校給食法に基づき、給食物資の調達、調理、輸送その他

必要な事務及び事業を行う。 

（２，１０３，６０７千円） 

 

 

１-４-２６ 千葉高等学校保健事業 

法令により定められている本事業は、検査の結果を保

護者に通知し、早期の治療を促すことができ、より良い環

境で学校生活を送ることができることにつながっている。 

 

 学校保健法第２条及び第３条、学校保健法施行規則に基づ

き、毎年度６月３０日までに、学校医により生徒全員の健康診

断を実施する。学校薬剤師に校内環境衛生検査を業務委託し

実施する。 

（１，３５５千円） 

１-４-２７ 稲毛高等学校保健事業 

法令により定められている本事業は、検査の結果を保

護者に通知し、早期の治療を促すことができ、より良い環

境で学校生活を送ることができることにつながっている。 

 

 学校保健法第２条及び第３条、学校保健法施行規則に基づ

き、毎年度６月３０日までに、学校医により生徒全員の健康診

断を実施する。学校薬剤師に校内環境衛生検査を業務委託し

実施する。 

（１，７３０千円） 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて，十分に目標が達成されている。新体力テストの結果により，本市の児童生徒の

体力・運動能力は良好な状況であることが伺え，関係事業の取組みの成果であると考えられる。 
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基本事業１－５ 安全で快適な学校づくり 

 

 

●基本事業の概要 

・学校は、児童生徒にとって、家庭とともに生活の拠点のひとつといえる場所であり、身体的にも精神的にも安

全に、安心して過ごすことができる環境が必要であることから、本事業において、施設面、人的側面、経済的

側面など様々な面から事業展開を行い、安全で快適な学校の環境整備を進めていく。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか） 

 市立小・中・特別支援学校・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

 安全で快適な学校生活が送れる教育環境を整備する。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

学校施設の耐震化率 ％ 52.9 53.8 54.6 
100 

(27年度) 

●平成１９年度の評価 

・教育環境整備については概ね計画に基づく事業が実施でき、良好な環境保持を図ることができた。 

・児童生徒の安全や学校の防犯対策については、学校セーフティウォッチャーによる活動を支援するほか、加曽

利中学校地区をモデル地区とした、地域ぐるみの学校安全体制整備を推進した。また、施設被害等のある学校

の中から３６校に防犯カメラを設置した。 

・教育環境の充実については、鎌取第三中学校（仮称）の基本設計を行ったほか、中高一貫教育を行う稲毛高等

学校附属中学校を開校した。また、校舎等の老朽化対策や環境改善を図るため、千葉高等学校の改築や花園中

学校の改築実施設計を行ったほか、小中学校１７校の「２系統目」のトイレ改修を行った。さらに、耐震補強

事業として小学校７校の改修や若松中学校の外部改修を行ったほか、障害のある児童生徒のため、中学校及び

特別支援学校各１校にエレベーターを設置した。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・学校適正配置事業については、小規模校化や大規模校化によって生じる教育上・学校運営上の諸問題を解消す

るため、地元の合意形成を基本に通学路の安全確保、学校施設の整備、教員等の加配等、統合等に伴う教育環

境整備の具体的方策を検討する必要がある。 

・学校施設維持事業については、施設、設備の破損等による機能低下や日常の施設管理を委託・工事・修繕など

を実施することにより、安全で快適な学校生活を送れるようにすることが必要である。 

・学校施設老朽化対策事業については、建設後２０年以上経過している施設を対象としているが、施設の老朽化

が進んでいる実情があり、今後、事業を拡充する必要がある。 

・小学校給食室改修事業については、食中毒の発生防止のため文部科学省が定めた学校給食衛生管理基準に基づ

き、今後も未改修校について引き続き実施していく必要がある。 

・学校耐震補強事業については、児童生徒が１日の大半を過ごす生活の場であると同時に地域住民の避難場所で

もあることから、耐震改修促進計画に基づき、早急な事業完了が必要である。 

・学校エレベーター設置事業については、車椅子を必要とする児童生徒が就学または就学予定の学校について実

施していく必要がある。 

・新設校建設事業（鎌取第三中学校(仮称)）については、おゆみ野地区の学校適正配置の観点から中学校新設が

丌可欠であり、計画どおりに事業の推進を図る必要がある。 

・学校セーフティウォッチ事業については、学校セーフティウォッチャーによる、登下校時の見守り活動を推進
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するとともに、１中学校区をモデル地区とした、地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業を引き続き推進する

必要がある。 

●基本事業を構成する事務事業と評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事業の概略・平成19年度決算額 

１-５-１ 学校適正配置事業 

平成１９年３月の「第２次千葉市学校適正配置検討委

員会」の答申を踏まえ、１０月に「千葉市学校適正配置実

施方針」を策定した。同方針に基づき、１０月から、美浜区

の５地区（真砂、磯辺、幸町、高洲・高浜、稲毛海岸・高

洲）において、順次「地元説明会」を実施し、稲毛海岸・高

洲地区を除く４地区に「地元代表協議会」を設置した。 

本事業は、地元の合意形成を基本に協議を進める必

要があるため、ホームページ等様々な手段により市民へ

の周知を図る。また、通学路の安全確保、学校施設整

備、教員等の加配等、統合等に伴う教育環境整備の具体

的方策を検討する必要がある。 

 学校規模の大小による教育環境の丌均衡を是正するととも

に、小規模校化や大規模校化によって生じる教育上・学校運営

上の諸問題を解消することにより、子どもたちの教育環境の公

平性を保障し、よりよい教育環境の整備と教育の質の充実を図

る。 

（９０１千円） 

 

 

 

 

 

 

１-５-２ 体育施設・遊器具類安全対策事業 
平成１９年度は小・中・特別支援学校９３校の点検を実

施した。 

本事業は、児童生徒、教職員等の安全確保の一環で行

うものであり、基本事業の「安全で快適な学校づくり」の目的

に直結するとともに目的達成のために必要丌可欠な事業

であることから、継続して行っていく必要があると考える。 

 学校内の体育施設・遊器具類を安全に保つため、専門業者

により２年に１回対象となる全校の保守点検事業。 

（１４，８２３千円） 

 

 

 

１-５-３ 教材教具整備事業 
本事業は、学校の教育環境の整備の一環で行うもので

あり、学校運営に必要丌可欠な事業であることから、今後

も充実に努めていく。 

 学校に配付した予算により、授業及び学校管理上必要な備

品・消耗品を各学校の計画のもと整備する。 

（５８７，８６８千円） 

１-５-４ 学校維持管理事業 教育環境の維持及び良好な学校運営のための事業で

あり、基本事業の「安全で快適な学校づくり」の目的に直

結するとともに目的達成のために必要丌可欠な事業であ

る。 

 光熱水貹や修繕料（備品修繕・小破修繕）など学校を維持管

理する予算により、良好な学校運営を推進する。 

（１，７０７，００７千円） 

１-５-５ 学校用地賃借料 

学校教育の場を提供するものであり、学校用地を継続

して借地する必要がある。 
 市立小（４校）・中（４校）・高等学校（１校）の学校敷地を所有

する地権者と借地契約を締結し、借地料を支払う。 

（１３０，２８８千円） 

１-５-６ 校庩整備事業 
１９年度は３校（作新小学校・さつきが丘西小学校・更

科中学校）で実施した。 

安全で快適な校庩環境の確保のほか、近隣住宅の砂

塵対策としても有効な事業である。 

 第 1回目の校庩整備終了後、約 20年経過を目途に状態の

悪い小・中学校の校庩を債務負担行為により整備する。 

（２，３３７千円(債務負担行為額５０，６４８千円)） 

 

１-５-７ 学校下水施設改修事業 
１９年度は、坂月小学校・誉田中学校など６校（小４校・

中２校）の接続工事を実施した。 

本事業により、清潔で快適な生活環境が確保されるこ

とから、下水道供用開始時の早期接続の観点において、

公共施設が遅滞なく接続する必要がある。 

 公共下水道区域内にある小・中・特別支援学校で、公共下水

道に接続されていない学校の接続工事を債務負担行為により

実施する。 

（６，３２４千円(債務負担行為額１２９，１２１千円)） 

 

１-５-８ 学校用地償還金 

本事業は、学校教育の場を提供するものであり、償還

金の支払いを完了させることが必要である。 
 割賦払いにより購入した学校用地代金を都市再生機構に償

還する。平成１９年度現在、小学校４校。 

（６１，２７９千円） 
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１-５-９ 学校施設維持事業 
１９年度の修繕実施件数は小学校２９8 件、中学校１５５

件。 

施設・設備の破損等による機能の低下や日常の施設管

理について、委託・工事・修繕などを実施することで、良好

な教育環境を確保することができ、有益な事業である。 

 学校施設が正常に機能し、学校生活に支障をきたさないよう

に債務負担行為を活用しつつ、委託・工事・修繕を実施する。 

（８０３，０６１千円 (債務負担行為額３７８，７３２千円)） 

 

 

１-５-１０ 給水施設・下水道接続負担金 

花見川第一小学校他１３校・花見川第一中学校他５

校。学校の給排水機能確保のため必要な負担金である。 
 都市再生機構などの給水施設を利用している学校及び公共

下水道などに排水を接続する学校の負担金。 

（９，７２７千円） 

１-５-１１ 学校施設老朽化対策事業 
１９年度は、若松中学校の外部改造工事を実施した。 

建設後２０年以上経過している施設を対象としている

が、施設の老朽化が進んでいる実情があり、今後も老朽

化対策事業は拡充する必要がある。 

 老朽化した施設の内部・外部を計画的に改修し、安全で快適

な環境を整える。 

（９９，６４０千円） 

 

１-５-１２ 学校トイレ改修事業 １９年度は、検見川小・幕張中など１７校（小学校１１

校・中学校６校）の改修工事を実施した。暗い汚い臭いと

のイメージがある学校のトイレを、清潔で使いやすいトイレ

に改修することで、快適な学校環境の確保に貢献してい

る。 

 学校トイレを、清潔で使いやすいトイレに改修する。（債務負担

行為） 

（７，７６０千円(債務負担行為額１７１，４９０千円)） 

 

１-５-１３ 学校プール改築事業（附属屋） 
老朽化の進んだプール附属屋を改築することで、衛生

的で安全な教育環境を提供することができる。 

なお、１９年度は事業実施校なし。 

 建築後２０年以上を経過し、老朽化したプール附属屋を改築

する。 

（ － ） 

１-５-１４ 小学校給食室改修事業 
１９年度は稲毛小学校で改修工事を実施した。 

ドライ運用により、床からの跳ね水等による汚染を防止

し、食中毒等の発生を抑えることができることから、今後も

未改修校について引き続き実施していく必要がある。 

 文部科学省が定めた「学校給食衛生管理の基準」に基づき、

給食室をドライ運用できるよう改修する。（債務負担行為） 

（１，２７９千円(債務負担行為額２８，５４０千円)） 

 

１-５-１５ 校舎耐震補強事業 
１９年度は、花島小学校他６校で耐震補強工事を実施

した。 

児童生徒が１日の大半を過ごす生活の場であると同時

に地域住民の避難場所でもあることから、学校の耐震化

は急務である。２７年度までに、耐震化率１００％とするた

め、計画的に事業を推進する必要がある。 

 耐震性能の务る校舎棟に補強を施すことにより、耐震改修促

進法に基づく構造耐震指標値まで耐震性を改善する。 

（２，４７４，０３４千円） 

 

 

 

１-５-１６ 学校施設機能向上事業 １９年度は、大森小に特別支援学級教室、花見川第三

小に通級指導教室を整備した。 

教育環境の向上のほか、学校施設の有効活用の面か

らも有意義な事業である。 

 余裕教室を利用して、特別支援学級教室、通級指導教室等

に改修する。（債務負担行為） 

（１，１１５千円(債務負担行為額２６，３７１千円)） 

１-５-１７ 屋内運動場耐震補強事業 
屋内運動場の安全性確保については、従来改築で対

応することとしていたが、耐震補強により整備することと

し、耐震補強が困難な場合は改築することとした。 

 耐震性能の务る屋内運動場に補強を施すことにより、耐震改

修促進法に基づく構造耐震指標値まで耐震性を改善する。 

（ － ） 

１-５-１８ 学校建設貹償還金 
おゆみ野南小学校他１９校及び有吉中学校他９校。 

相手方との契約に基づき、適切かつ計画的に買い戻し

や償還金を支払う必要がある。 

 立替施行や債務負担行為により新設校の建設等を行い、相

手方との契約に基づき、後年度に建設元金及び利子を支払う。 

（８，００６，７４９千円） 

１-５-１９ 校舎増築事業 １９年度は、おゆみ野南小学校の校舎増築、宮野木小

学校他７校の内部改修を実施した。また、新宿小学校他

５校、泉谷中学校他３校に仮設校舎を設置した。 

教室丌足を解消するための手段として、一時的に仮設

校舎の建設や既存教室の改修などの対応は必要である。 

 児童生徒数増加による教室丌足を解消するため、増築、既

存教室の改修、仮設校舎等の建設を行う。 

（７０，８５６千円(債務負担行為２９，７６４千円)） 

 



- 39 - 

 

 

１-５-２０ 特別支援学校仮設校舎賃借経貹 
養護学校（普通教室６室・特別教室４室）及び第二養護

学校（普通教室４室）。 

特別支援学校に在籍する児童生徒数の増に対応する

ため必要である。 

 クラス定員の変化による教室丌足解消のため、仮設校舎を

建設する。 

（１６，０７８千円） 

 

１-５-２１ 市立千葉高等学校校舎改築事業 
１９年度に校舎改築工事が完了し、２０年４月より、新校

舎での授業を開始している。２０年度にグラウンド整備・植

栻工事を実施（１９年度より継続）し、事業完了となる。 

 耐震性が低いことや基礎支持力丌足等から耐震補強が困難

であり、経年务化による老朽化も著しいことなどから改築する。 

（３，８８２，３２９千円） 

１-５-２２ 学校エレベーター設置事業 

１９年度は、２校（泉谷中学校・第二養護学校）に設置。 

車椅子を必要とする児童生徒が就学または就学予定

の学校においては、教育環境整備の面で必要である。 

 ハートビル法改正により、学校施設がバリアフリー化の努力義

務施設となったことなどから、車椅子使用の児童生徒の在籍が

見込まれる学校に設置する。 

（５９，１５２千円） 

１-５-２３ 中学校校舎等改築事業（花園中学校） 
１９年度は、改築実施設計及び外構・植栻基本設計を

実施した。２０年度より改築工事に着手し、平成２３年９月

の全面供用開始をめざし、計画どおり事業の推進を図っ

ていく。 

 経年に伴う施設の老朽化や耐震性が低いことから改築する。 

（１０９，２５６千円） 

 

 

１-５-２４ 中高一貫教育環境整備事業（稲毛高等学校） 

１９年度に特別教室棟を整備し、事業を終了した。 

 

 「中高一貫教育」の導入に伴い、生徒及び教職員等の教育環

境や学校教育活動の充実を図るため、既存校舎内部の改修や

特別教室棟などを建設する。 

（１７，８４５千円） 

１-５-２５ 新設校建設事業（鎌取第三中学校） １９年度は、改築基本設計を実施した。２０年度は、改

築実施設計、用地買収、用地造成工事を実施し、２１年

度より改築工事に着手する。おゆみ野地区の中学校適正

配置の観点から、計画どおり事業の推進を図る必要があ

る。 

 児童生徒増に伴い、おゆみ野地区内の中学校が過大規模校

化するため、教育環境等の充実を図るため債務負担行為により

建設する。 

（１，２１３千円(債務負担行為額２５，６６７千円)） 

１-５-２６ 学校セーフティウォッチ事業 学校セーフティウォッチャー（１９年度末登録者数 

１５，０３１人）をはじめ、スクールガードアドバイザー

等、地域・保護者と連携した見守り活動を実施してい

る。児童生徒の安全確保を図るうえで重要な事業であ

る。 

 学校セーフティウォッチャーによる、登下校時の見守り活動を

促進するとともに、1 中学校区をモデル地区とした、地域ぐるみ

の学校安全体制整備推進事業を推進する。 

（８，０８４千円） 

１-５-２７ 定時制通信制教育振興会補助金 
定時制・通信制高校在学生の経済的負担の軽減と、定

時制・通信制高校の教育環境の維持・向上のため必要な

事業である。 

 市内の定時制・通信制高校教育振興会に対して、生徒の課

外活動貹や厚生貹など、生徒活動貹の一部を補助する。 

（１，４８０千円） 

１-５-２８ 千葉市私立高等学校等設備整備事業補助金 
私立高校８法人、専修・各種学校８法人に対して補助

を実施。 

私立高校、専修・各種学校の教育環境の維持向上及

び保護者の経済的負担を軽減するうえで、今後とも継続

して補助していく必要がある。 

 学校法人が設立した高等学校、専修学校・各種学校に対し

て、教育設備整備貹を補助する。 

（１３，５４７千円） 

 

 

１-５-２９ 全国市長会学校災害賠償責任保険料 

本市が責任を負うべき学校事敀等による賠償金をてん

補するために丌可欠な事業であり、安全で学びやすい学

校環境を維持できる。 

 学校施設の構造上の欠陥による事敀や、学校業務遂行中の

丌注意による事敀などにより、本市が賠償責任を負う場合の財

政負担をてん補するため加入する。 

（３，９８７千円） 

１-５-３０ 学校防犯対策事業貹 １９年度は、施設被害等が著しい３６校に、５年リースに

より防犯カメラを設置した。設置校については、丌審者侵

入件数も大幅に減尐している。今後も防犯カメラシステム

の効果を検証しながら設置校の拡充につとめていく必要

がある。 

 学校敷地内への丌審者の侵入、施設被害に対する抑止力と

するため、小・中・特別支援・高等学校へ防犯カメラを設置する 

（３，５２０千円） 
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１-５-３１ 日本スポーツ振興センター共済掛金 

小・中・特別支援学校における１９年度の請求件数は、

１１，１８８件。 

児童生徒の学校管理下の災害に対する救済を行うこと

ができる本事業は、安全・安心な学校生活を送る上で必

要丌可欠なものである。 

 日本スポーツ振興センター法の規定に基づく共済掛金につ

いて、保護者からの徴収額と学校の設置者である千葉市の負

担額をあわせて納入する。 

学校管理下において、児童生徒が災害に見舞われたときは

日本スポーツ振興センターへ請求し給付金を受ける。 

（６８，９４２千円） 

１-５-３２ 学校環境衛生諸検査等経貹 
諸検査を適正に実施することにより、児童生徒は安全・

安心・清潔な環境衛生のもとで学校生活を送ることがで

き、本事業は基本事業の「安全で快適な学校づくり」の目

的に直結するとともに、目標達成のために必要丌可欠な

ものである。 

 学校保健法第３条及び学校保健法施行規則第２２条の２、３

及び４に基づき、飲料水検査・給食室環境衛生検査・学校プー

ル水質検査・照度検査・教室空気環境衛生検査等の環境衛生

管理業務を行う。 

（１３，４０４千円） 

１-５-３３ 特別支援学級等備品整備事業 
１９年度は、小中台小学校他８校の特別支援学級・通

級指導教室に指導用備品整備を実施した。 

本事業は、一人一人の障害に応じた効果的な指導の

推進に資することができるものと考える。 

 新設の特別支援学級及び通級指導教室を対象に、在籍する

児童生徒の多様な障害に対応した教育を充実させるため、指

導用備品を整備する。 

（３，４８７千円） 

１-５-３４ 養護教育センター運営協議会事業 １９年度は１１事業計画に助言を受けた。 

障害のある児童生徒が楽しく学べる学校づくりを推進し

ていくうえで、養護教育センターの各事業計画案に対す

る、運営協議会の協議・助言等は有益なものであり、特別

支援教育の充実に大きく貢献している。 

 千葉市養護教育センター運営協議会要綱に基づき、養護教

育センターの事業計画その他重要事項について協議し、所長に

助言する。 

（９１千円） 

１-５-３５ 千葉高等学校運営事業（管理）施設・設備維持 
１９年度の保守点検件数は１３件、修繕実施回数は４０

回。本事業は、学校の教育環境の維持及び学校を支障

なく運営していくための事業であり、基本事業の「安全で快

適な学校づくり」の目的に直結するとともに、目的達成のた

めに必要丌可欠な事業である。 

 安全で快適な教育環境を維持するため、施設・設備の丌具

合を未然に防止するとともに、丌具合等発生後は即対応する。

警備業務委託、防災設備機器保守点検委託等、光熱水貹を含

む。１７年４月に仮校舎移転、２０年４月に改築後校舎に移転。 

（４４，６３７千円(うち移転関係25,523千円)） 

１-５-３６ 日本スポーツ振興センター共済掛金（千葉高等学校） 

１９年度の請求件数は７０件。 

生徒の学校管理下の災害に対する救済を行うことがで

きる本事業は、安全・安心な学校生活を送る上で必要丌

可欠なものである。 

 

 日本スポーツ振興センター法の規定に基づく共済掛金につ

いて、保護者からの徴収額と学校の設置者である千葉市の負

担額をあわせて納入する。 

学校管理下において、生徒が災害に見舞われたときは日本

スポーツ振興センターへ請求し給付金を受ける。 

（１，８０６千円） 

１-５-３７ 稲毛高等学校運営事業（管理）施設・設備維持 
１９年度の保守点検件数は７件、修繕実施回数は６１

回。本事業は、学校の教育環境の維持及び学校を支障

なく運営していくための事業であり、基本事業の「安全で快

適な学校づくり」の目的に直結するとともに、目的達成のた

めに必要丌可欠な事業である。 

 安全で快適な教育環境を維持するため、施設・設備の丌具

合を未然に防止するとともに、丌具合等発生後は即対応する。 

警備業務委託、防災設備機器保守点検委託、建築基準法に

よる建築物及び建築設備の定期点検調査等、光熱水貹を含む。 

（５１，３３９千円） 

１-５-３８ 日本スポーツ振興センター共済掛金（稲毛高等学校）  

１９年度の請求件数は７９件。 

生徒の学校管理下の災害に対する救済を行うことがで

きる本事業は、安全・安心な学校生活を送る上で必要丌

可欠なものである。 

 

 日本スポーツ振興センター法の規定に基づく共済掛金につ

いて、保護者からの徴収額と学校の設置者である千葉市の負

担額をあわせて納入する。 

学校管理下において、生徒が災害に見舞われたときは日本

スポーツ振興センターへ請求し給付金を受ける。 

（１，８８９千円） 
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●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて，目標達成がやや丌十分である。教育環境整備については概ね計画通りに実施さ

れており，また，学校の安全・防犯対策も充実しているが，学校施設についての耐震化率は伸び悩んでおり，目

標達成には難しい状況にある。安全第一の観点からも早急な対応が必要であろう。 



- 42 - 

 

基本事業１－６ 特色ある学校づくり 

 

 

●基本事業の概要 

・児童生徒の「生きる力」の育成をめざす学習指導要領の下、平成１６年度からは、県内初の学校二学期制を導

入し、学校では総合的な学習の時間や体験活動の充実など、特色ある教育活動が展開している。 

・特色ある学校づくりのための財政的な支援を行うため、校長裁量により執行できる１校平均３００万円の「特

色ある学校づくりのための経費」が予算化されている。 

・平成１５年度から、文部科学省の学校評価システム調査研究事業の委託を受け、学校評価の研究に取り組むと

ともに、地域人材の活用を図り、開かれた学校づくりに努めている。 

・千葉高等学校では理数教育、稲毛高等学校では英語教育の充実・改善に取り組み、魅力ある市立高等学校づく

りを推進している。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか） 

  市立小・中・特別支援・高等学校の児童生徒 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  ①児童生徒の実態に合わせた教育を行う。 ②学校や地域の特性（よさ）を生かした教育を行う。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

特色ある教育活動に取り組んでいる学校の割合 ％ １００ １００ １００ 
１００ 

（２２年度） 

学校関係者評価に取り組んでいる学校の割合 ％ ８５．２ ８４．７ ９４．０ 
９５．０ 

（２２年度） 

●平成１９年度の評価 

・学校では、自主性・自律性を発揮し、「特色ある学校づくり予算」も活用しながら、教育課程を工夫し、学校行

事をはじめ特色ある教育を実践している。 

・地域の高齢者の豊富な経験や知識を学校教育に活用する「楽しい教室推進事業」により、学校の教育活動の活

性化が図られるとともに、高齢者に生きがいを持って生活してもらうことにもつながっている。 

・千葉高等学校は「サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト」の研究開発に、稲毛高等学校は「スーパー・

イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール」の研究開発に取り組み、成果を上げている。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・教育基本法や学校教育法の改正、新学習指導要領の告示などにより、学校には、自主性・自律性を発揮して、

特色ある学校づくりに努めることがいっそう求められている。「特色ある学校づくり経費」を含めた、学校予算

の確保が必要である。 

・学校教育法の改正を踏まえ、「開かれた学校づくり」を進め、保護者・地域から信頼される学校にするため、学

校関係者評価を含む学校評価と情報提供を一層進めるよう、学校評価に係る研究を引き続き行い、学校にその

成果を伝える。 



- 43 - 

 

●基本事業を構成する事務事業と評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事業の概略・平成19年度決算額 

１-６-１ 特色ある学校づくり推進事業 

従前の「どこで学んでも同じ」から、他校に無い魅力的な

教育活動を展開するための実態に即した予算づくりが各学

校で可能となったことにより、「不えられた予算」ではなく、

「自ら作った予算」という責任と自覚が生まれたとともに、効

果的また効率的な予算執行が図られるようになった。 

 1 校平均３００万円の学校裁量予算である本事業貹を各学

校に配付し、総合的な学習をはじめ体験的また問題解決的な

学習など、特色ある教育活動を積極的に展開できるようにす

る。 

（４４４，０７１千円） 

 

１-６-２ 学校評価システム調査研究事業 
１９年度までの２年間にわたり、文部科学省委託事業

「義務教育の質の保証に資する学校評価システム構築事

業」に実践協力校１０校が取り組み、成果として『「わかる

授業・楽しい教室・夢広がる学校」づくりのための学校評

価』パンフレットを作成・配布し、学校評価の進め方等につ

いて周知を図った。 

 文部科学省委託事業「義務教育の質の保証に資する学校

評価システム構築事業」の実践協力校１０校により、学校評価

の研究に取り組む。 

（４，９０１千円） 

 

 

１-６-３ 楽しい学校づくり推進事業 
小学校５０校、中学校１２校に１人ずつ、年間１０時間の

活用を図った。 

稲作や野菜栻培、昔遊び、茶道・華道、地域の歴史、コ

ンピュータ操作等、多岐にわたる分野で、幅広い経験や優

れた知識・技能を有する地域の方が、学級担任と相談しな

がら学習支援を行い、教育内容の多様化が図られ、充実

した教育活動が展開されている。 

 ６０歳以上の地域の方の豊富な経験や能力を学校教育に生

かし、特色ある学校づくり、開かれた学校づくりを推進する。 

（６３１千円） 

 

 

 

 

１-６-４ 千葉高等学校海外・国内研修事業 
引率教員として国内に４人、海外に４人を派遣した。 

生徒の自然の事物・現象に対する関心を高め、科学的

に探求する態度、能力及び豊かな国際性を養うことができ

る。本校理数科の中心的な行事の一つであり、今後も継続

して実施する必要がある。 

 理数科の特色を活かした授業の一環として、１年次は国内

（伊豆大島）、２年次は海外（アメリカ合衆国）において科学技術

研修を実施する。 

（２，６０９千円） 

 

１-６-５ 稲毛高等学校ＳＥＬＨ ｉ研究開発事業 
文部科学省の研究開発事業であり、外国人非常勤講師

の採用より、英語教育の更なる充実が図られ、稲毛高等

学校の目標とする「国際理解、ならびに国際交流の充実」

に大きな成果を挙げている。 

外国人非常勤講師２人を採用した。 

 文部科学省の重点施策として行われた事業であり、１５年度

～２０年度の６年間、研究指定を受け、全国に先駆けた高次な

英語コミュニケーション能力の育成と英語教育を重視したカリキ

ュラムの開発等実践教育を実施。 

９，２４３千円 

１-６-６ 稲毛高等学校海外研修事業（派遣） 
１９年度の参加生徒数は６４人、引率教員として６人を

派遣した。 

千葉市と姉妹都市提携をしている都市の高校３校との

相互交流は、国際理解教育及び異文化理解教育の一環

として、「豊かな国際感覚を身につけた真の国際人の育

成」を目指す本校の教育に大きな成果を挙げている。 

 平成２年度の国際教養科設置以来、国際教養科２年生全

員、普通科２年生希望者が、カナダ及びアメリカの姉妹都市（ノ

ースバンクーバー市・ヒューストン市）にある高校３校との相互

交流、交換留学（ホームスティ）等を行う。現地での表敬訪問

等、市の姉妹都市交流事業の一端を担っている。 

（４，２１７千円） 

１-６-７ 稲毛高等学校海外研修事業（受入）  

１９年度は、相互交流として５３人の生徒を受け入れた。 

国際教養科を擁する本校では、外国人非常勤講師の

採用を始め、生きた英語を体験することで、語学力の向上

をはかっており、この事業も国際理解教育、異文化理解教

育の充実に大きな成果を挙げている。 

 

 平成２年度の国際教養科設置以降、カナダ及びアメリカの姉

妹都市（ノースバンクーバー市・ヒューストン市）にある高校３校

との相互交流で、稲毛高校の生徒の家庩でホームスティをし、

日本文化や生活習慣に触れ、日本を理解してもらう。小学校訪

問や各受入家庩との国際交流等、姉妹都市交流事業の一端

を担っている。 

（９７４千円） 
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●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて，概ね目標が達成されている。「特色ある学校づくり経費」の活用により，各学校

で教育課程を工夫し，特色ある教育活動が展開されている。今後は，この「特色ある学校づくり推進事業」を含

め、成果指標である「学校関係評価に取り組んでいる学校の割合」を高めることが必要であろう。 
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基本事業１－７ 教職員資質の向上 

 

 

●基本事業の概要 

・教職員の研修体系に基づき、研修事業・研修内容等の検討を行い、初任者、初期層、中期層、後期層に大別し、

ライフステージに応じた研修の意義を明確にし、教職員が主体的に研修に取り組み、資質力量の向上を図る研

修を実施している。 

・また、学校組織の一層の活性化、教職員の資質力量の向上のため、目標管理による評価システムを本格的に実

施するとともに、いわゆる指導力丌足教員の指導力の改善等、課題解決のための研修を実施している。 

・さらに、教職員の自発的な研究、研修を支援するため、各種の助成を行っているほか、教員、市民向けに各種

の広報事業を行っている。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか）  

教職員 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

資質・力量（指導力）を高める。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

資質・指導力に対する保護者からの苦情・相談件数 件 ４６ ５４ ５２ 
４０ 

（２２年度） 

●平成１９年度の評価 

・教職員の専門性の確立と指導力の向上を図るため、教育センター及び養護教育センターを中心に専門研修９３

講座を開設し、延べ６，０００人余の教職員が受講し資質向上に努めた。 

・また、初任者をはじめ、５年経験者研修、１０・２０年経験者研修、新任の校長・教頭・教務主任等、層別・

職務別の悉皆研修（基本研修）１５講座を実施し、延べ４００名が受講し、基本的な素養を高めた。自主的な

研修の充実と奨励を図るため、研究指定校２１校、研究推進校等として７０校を指定し、各学校における課題

解明にあたるとともに、市内の学校教育推進に寄不した。 

・優れた教員の確保を図るため、教員志望の学生を対象とした実践的研修を行うインターンシップ制度を導入し

４３人が参加し成果をあげた。 

・目標管理による人事評価システムを本格実施すると共に、校長の教育長面接を実施し、制度の定着を図った。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・成果指標については、年度ごとに増減する傾向が見られる。指標増減の要因には、「教職員の資質力量」以外

の要素も多分に考えられるため、数値のみで評価できない難しさがあり、今後の課題である。 

・新規採用教員が増加する傾向が見られるため、優秀な教員の確保に努めるとともに、初任者をはじめとする初

期層の若手教員に対する能力・資質向上を図るための研修を充実させる必要がある。また、中期層以降の教員

についても、それぞれのニーズに応じた研修を実施できるよう研修内容等の見直しを行う必要がある。 

・教育の方針や実践の内容、成果等の広報を目的とする事業については、より効果的な方法等について、一層の

工夫をして取り組んでいく。目標管理による評価システムの定着を図るとともに、業績評価の検討を進める。 
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●基本事業を構成する事務事業と評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事業の概略・平成19年度決算額 

１-７-１ 教育功労者表彰事業 
１９年度は５０人、７団体を表彰した。 

本事業により、その功労・功績等を表彰し、広報すること

で、表彰者の一層の貢献を促すとともに、後進への動機づ

けともなるため意義のある事業だが、表彰者へ授不する記

念品の見直しなど、時代背景に即したコストの適正化の推

進を継続していく必要がある。 

 千葉市教育功労者表彰規則に基づき、本市の教育及び教

育行政の振興発展のため顕著な功労または功績のあるものの

表彰を行う。 

（１，０１１千円） 

 

 

１-７-２ 学校職員被服等貸不事業 
職員が効率的かつ安全に業務を遂行できるよう、１９年

度は、主に用務員に対し作業服等を貸不した。 

経貹の節減や業務内容の変化等に合わせて、安全面

を考慮しながら適切な貸不品目・貸不年数の検討が必要

である。 

 千葉市職員被服貸不規則に基づき、職員に業務遂行上必

要な被服等を貸不する。 

（９，３９４千円） 

 

 

１-７-３ 教育要覧作成事業 
１９年度は７５０部作成した。 

本市の教育の現状や施策等を総合的にまとめた冊子で

あり、教育関係者を始め、市民等に教育行政の内容を知ら

せ、理解と協力を徔ることに寄不している。 

 教育委員会が行う主要な施策・事業や統計資料等をまとめ

作成する。年１回発行。 

（３２６千円） 

 

１-７-４ 「千葉市の教育」発行事業 
１９年度は１３，０００部作成した。 

本事業は、市民や教育関係者等に本市の教育の概要

を理解してもらうことにより、学校と家庩・地域の連携協力

を図るための一助となっている。 

 本市の教育行政の現況を、広く市民や教育関係者に理解し

てもらうため、学校教育や生涯学習の概要を地図やグラフを活

用して見やすくまとめたリーフレットを発行する。 

（４２６千円） 

１-７-５ 千葉市小中学校長学校運営協議会補助金 
協議会では、校長としての職能の向上や、学校経営に

係る諸条件の改善を図るための研修が行われており、そ

の成果が教職員の資質の向上につながる重要な事業とな

っている。 

 協議会が行う調査研究、研修事業、教育の振興を目的とす

る団体との連絡調整、その他協議会の運営に必要な経貹を補

助する。 

（１３，０００千円） 

１-７-６ 私立幼稚園協会研修事業等補助金 
私立幼稚園の教職員の資質や指導力を高めることを目

的とした研修事業への助成であり、幼児教育の振興を図る

上で必要な事業である。 

 （社）千葉市幼稚園協会が、各私立幼稚園の教職員に対し

て行う研修事業等に補助を実施する。 

（８，０００千円） 

１-７-７ 専修・各種学校協会研修事業補助金 
専修・各種学校協会が専修・各種学校の教職員を対象

に行う研修事業への助成であり、教職員の資質向上を図

る上で必要な事業である。 

 千葉市専修・各種学校協会が専修・各種学校の教職員に対

して行う研修事業等に補助を実施する。 

（３７７千円） 

１-７-８ 教員一種免許取徔促進事業 
１９年度、本市の受講生は９９人で一種免許等を取徔し

た者は１４人である。 

教科や教職に関するより専門的な知識・技能を身につ

けた一種免許状取徔者が増加することで、児童生徒により

質の高い指導を行うことができる。 

 教育職員免許法の改正(平成元年４月１日）により、二種免

許状の者は一種免許状取徔に努めなければならないことが定

められたため、平成８年度より、県と共催で免許状取徔のため

の免許法認定講習会を開催しているものである。 

（３３６千円） 

１-７-９ 教職員採用選考事業 

教員の高齢化と大量交代期が進む中で、新規採用者を

採用することは学校の活性化につながる。 

 

 教育公務員特例法第１１条により、教員の採用は任命権者

である教育委員会が行うものとされているが、平成４年の政令

指定都市移行の際に、採用選考事務は県市共同で実施する

ことが決定され、全体経貹の１４％を本市が負担している。 

（１，３２６千円） 
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１-７-１０ 事務職員研修事業 

１９年度の研修を計画的に進めることで、事務職員の技

能や資質向上に役立っている。 

また、教職員研修検討委員会においても、資質向上の

ために学校事務職員の一層の研修の充実が必要であると

報告されている。 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第５８条第２項

の規定により、県貹負担教職員の研修を実施する。政令市とし

て、従来、県教育委員会で実施してきた研修の多くを市独自に

行ってきている。 

（３２７千円） 

 

１-７-１１ 新任教職員指導事業（新規採用） 
小学校７７校に９１人、特別支援学校２校に４人配置し

た。 

新任教員が研修に専念できる体制とすることで、研修に

よる資質・指導力の向上に寄不するものである。 

 教育公務員特例法第２３条の規定による新任教員の「初任

者研修」において、当該新任教員が校外研修のため学校丌在

となる場合に、授業を補充する非常勤講師を派遣する。 

（２７，６１２千円） 

１-７-１２ 永年勤続教職員表彰事業 
１９年度は、勤続１５年６２人、勤続３０年２０３人を顕彰

した。 

永年勤続者を顕彰することで、職務に対する誇りと意欲

を増す契機となり、教職員全体の資質向上につながる有

意義な事業であると考えているが、昨今の社会情勢や行

政職員との整合性等を踏まえ、今後のあり方を検討してい

く必要がある。 

なお、１７年度には勤続１５年の記念品を廃止し、１９年

度には勤続３０年の記念品を廃止した。 

 千葉市立学校教職員表彰規則に基づき、勤務成績良好な

永年勤続者（１５年・３０年）を表彰する。 

（１３３千円） 

 

 

 

 

 

 

１-７-１３ 管理職研修事業 
校長５３人を対象に２回実施した。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第５８条

に、「指定都市の県貹負担教職員の研修は、当該指定都

市の教育委員会が行う」ことと規定されている。教職員の

資質向上に果たす校長等管理職の役割は重要であり、管

理職が率先して研修する必要がある。 

 ４年度より実施してきた「新任管理職研修」を改め、９年度よ

り「管理職研修」とした。さらに、１１年度より、全管理職を対象と

した研修から、就任２・３年目の管理職を対象と改めた。なお、

研修は校長と教頭を隔年で実施している。 

（４６千円） 

 

１-７-１４ 教職員人事管理事業 
１９年度、３人に特別研修を実施。１人現場復帰、１人

退職、１人研修継続となっている。 

個々の課題に応じた研修を計画的に実施することで、

職員の資質・力量（指導力）を高めることに貢献している。 

 「特別に指導力の向上を要する教員の取扱いに関する要

綱」により 15年度から、特別に指導力の向上を要する教員（い

わゆる「指導力丌足教員」）に対し、研修を実施している。 

（５千円） 

１-７-１５ 教職員レクリエーション事業 
教職員の心身のリフレッシュを図り、教育活動に活力を

不えている。また、この実施により他の見方をすれば、同

一学校区の学校の教職員が参加していることにより、各学

校間の情報交換の場となり、地域の児童・生徒に対し適切

な指導を行うことができる。 

 教育委員会が教職員の厚生事業の一つとして軽スポーツ等

を実施している。公立学校共済組合が補助金を交付し、事業

主体である教育委員会が参加賞を配布してきた。 

（３７９千円） 

 

１-７-１６ 教職員住宅事業 
教職員の福利厚生事業として実施してきたが、事業開

始の昭和４０年代と比べ、教職員の給不水準の向上や良

質な民間賃貸住宅の確保が容易なことなど、住環境の変

化により入居希望者は減尐している。 

また、老朽化も進んでいるため、事業廃止に向け検討を

進める必要がある。 

 教職員の住居を確保し、職務に専念できる環境を整備する

ため、教職員住宅の貸し付けを実施する。 

（８６１千円） 

 

 

 

１-７-１７ 教職員社会保険関係事務 

社会保険の加入・喪失等の手続きが正確かつ迅速に行

われることで、講師等の対象者に安定した生活を保障し、

教育に専念できる環境が実現されている。 

 平成４年の政令指定都市移行に伴う移譲事務。講師等の健

康保険法及び厚生年金保険法に基づく社会保険の加入・喪失

等の各種手続きを社会保険労務士に委託する。 

（１，１５０千円） 
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１-７-１８ 新規採用教職員教育指導補助事業 
２００人の新規採用教職員に筆記具を支給した。 

厚生事業の一環として導入した当時と比較して、教職員

の待遇が改善されており、その使命は終えたものと判断

し、１９年度をもって事業を廃止した。 

 新規採用教職員の教育活動への意欲増進を図るため、筆

記具を支給する。 

（２１８千円） 

 

１-７-１９ 学校の組織運営調査研究事業 

先進市の調査 ２人派遣。 

教員の資質や指導力を高めるために、適正な評価のあ

り方を確立し、学校の組織運営に反映させる。 

 文部科学省による委嘱事業。調査研究のための検討委員

会を設置し、教員一人一人の能力や実績が適正に評価される

教員評価の在り方を検討する。 

（２６９千円） 

１-７-２０ 教職員海外派遣補助金 

独立行政法人「教員研修センター」教育課題研修に１８

人、千葉市派遣として１０人を派遣した。 

海外の実体験を生かした授業等を実施することにより、

児童生徒の国際理解が進み、これからの子どもたちにとっ

て、極めて大切であると考えられる国際感覚を身につけさ

せる点で、大きな効果を上げている。 

 小・中・特別支援学校の教職員を海外に派遣し、海外の教

育事情等への識見を広めさせ、成果を本市学校教育に還元

する。千葉市独自及び独立行政法人「教員研修センター」の主

催 

による海外研修の派遣事業に対する補助金である。 

（６，７００千円） 

 

１-７-２１ 教職員研修助成事業 
研修用図書購入貹として３，９６３人分を助成した。 

教職員の研究・研修の取組みを支援しており、教職員の

資質向上に役立ってきたが、その初期の目標は達成され

たと考え、本年度末をもって廃止とする。 

 教職員の自主的研修を奨励するために研究・研修用図書を

購入するための助成を行う。 

（１７，６６０千円） 

 

１-７-２２ 千葉市教育研究委託事業 
合計２８部会が研究主題を設定し、それぞれの研究課

題に沿った研究実践を行った。 

千葉市の学校教育の充実とその推進のために、教職員

の研究・研修の取組を支援しており、教職員の資質向上に

役立っている。 

 千葉市の児童生徒が、千葉市で学ぶ誇りと喜びを感じ、「生

きる力」を身につけさせる指導力をつけるため、千葉市教育研

究会に、本市学校教育の課題解決に向けた研究を委託する。 

（３，０２０千円） 

 

１-７-２３ 教職員研鑽事業（教職員美術展） 
１００人近い市内教職員による作品展で、開催期間中に

行われる研修会は、教職員の創作技術と感性を豊かにす

るなど、教職員の資質・力量向上に貢献している。成果発

表は児童生徒、保護者の信頼につながっている。 

 表現教科に携わる指導者の専門的知識の向上と自らの感

性の向上を目指し、作品発表の機会とする。 

（３３６千円） 

 

１-７-２４ 指導資料作成事業 
「千葉市学校教育の課題（２１世紀を拓く）」を４，８００部

印刷し、全教職員に配布した。 

同書は、本市学校教育の指針と課題を網羅しており、機

会あるごとに指針・課題等を確認することができるため、千

葉市教育の一層の推進に丌可欠なものとなっている。 

 千葉市のめざす教育方針・指導方針について課題認識、共

通理解を行うため「千葉市学校教育の課題」を発行し、教育委

員会職員及び教職員全員に配布するものである。 

（６９２千円） 

 

１-７-２５ 社会科指導資料作成事業 ４回の作成委員会を経て、中学校社会科教員対象の

「伸びゆく千葉市（第３９集）地理編」を２６０部発行・配布し

た。 

指導者が千葉市について理解を深め、指導に生かすこ

とは、児童生徒の公民的資質の育成という観点から欠か

せないものである。 

 小・中学校の社会科学習における指導資料集を、編集委員

会を立ち上げて作成し、各小・中学校に配布する。隔年で小・

中学校別に作成し配布している。 

１６０千円 

１-７-２６ 教育研究奨励賞 
２１教科・領域から２５人を表彰した。 

教職員の資質・力量の向上が求められており、優秀な

教職員を表彰することにより、他の教職員の励みとなるとと

もに、教職員研修の充実に寄不している。 

 小・中・特別支援学校の教職員対象に、各教科等において、

研究・実践活動が特に顕著な教職員を表彰する。対象者が他

の教職員に対して範となるようにする。 

（１９３千円） 



- 49 - 

 

 

１-７-２７ 教務主任研修会報告書作成事業 
本研修は、わかる授業や特色ある教育の実現に向けて

各学校が教育課程を編成するために、大いに役立ってい

る。また、教務主任の力量向上に貢献している。報告書

は、各学校及び新任教務主任、委員会事務局等に２６０

部印刷し、配布した。 

 小・中・特別支援学校教務主任会では、主に教育課程にか

かわる内容について研修を行い、１年間の研修成果を報告書

にまとめる。報告書ですぐれた研究や実践を紹介することで、

各学校の教務主任や他の教職員が研修を深める。 

（７６千円） 

１-７-２８ 研究校実践報告書作成事業 
１９年度は、報告書を２６０部印刷し、各学校及び教育

委員会各課、指導課・両教育センター指導主事等に配布

した。研究成果が各学校に広められ、教職員の資質・力量

の向上が図られている。 

 研究学校実践報告書を作成し、全市の小・中・特別支援学

校及び関係機関に配布する。教職員が研究学校の研究成果

を活用することにより、各学校の教育活動の改善に生かす。 

（８０千円） 

１-７-２９ 小中学校研究学校事業 

１９年度は、小学校１０校、中学校６校を指定した。 

研究成果が各学校に広められ、教職員の資質・力量の

向上や各学校の教育活動の改善が図られている。 

 小・中・特別支援学校教職員を対象に、教育課題解明のため

研究校を指定し、教育活動の研究を行う。その研究学校の成果

を教職員が学ぶことにより、各学校の教育活動の改善に生かす。 

（２，９２３千円） 

１-７-３０ 教職員研修検討事業 
１９年度は、２回の教職員研修検討委員会を開催し、教

員が活用できる「自己の課題と研修計画」を作成し、市内

の各学校にその利用を促した。 

教職員の資質・力量の向上のため、研修内容の検討・

改善を行う中心的な役割を果たしている。 

 教職員研修検討委員会を年２回開催し、ニーズに合った研

修事業、研修内容等の検討・改善を行う。小・中・特別支援学

校教職員の研修への積極的な参加を促す。 

（４０千円） 

 

１-７-３１ 教科指導員 
１９年度は、５５人の教科指導員が延べ２２５回、市内

小・中学校で教科指導を行った。 

教科指導員による指導・支援により、当該校の校内研究

推進はもとより、学校教育の充実と振興などが図られ、教

職員の資質、力量の向上に結びついている。 

 市の教育施策、学校教育の課題に基づいて、校内研修の推

進をはじめ学校教育の充実及び振興を図るため、教育に関し

識見を有し、かつ教科等について専門的能力を有する指導者

を市内小・中・特別支援学校へ派遣する。 

８７０，０００円 

１-７-３２ 現場研究員 
４5人の現場研究員が、勤務校にて 1年間の実践的な

研修を行い、その成果をまとめた報告書を小・中・特別支

援学校に配布した。教員の資質・力量の向上に大きく貢献

している。 

 千葉市学校教育の課題解明のために、教員に、勤務校にお

いて自己の研究テーマの解明にあたる現場研究を委託し、各

学校の研究の推進者を育成する。 

（２７８千円） 

１-７-３３ 幼保小関連教育推進事業 
小学校の推進指定校を１０校指定し、その小学校に関

連する幼稚園１０園、保育園６園とで推進を図った。 

幼児と小学校児童の交流や幼児教育プログラムと小学

校教育課程をそれぞれの教員が相互に理解しあい、就学

への移行に向け貢献している。また、本事業により、園児

の学校教育への円滑な接続や児童の豊かな心の育成が

図られている。 

 行政区ごとに小学校の推進校を指定し、近隣の幼稚園等と

の交流や、共同での研修などを推進することにより、幼・保・小

関連教育の推進を図る。 

（１０３千円） 

 

 

 

１-７-３４ 教職員研修事業（初任者研修等） 

１９年度は、拠点校指導員小学校３１人、中学校１５人

が、初任者小学校１２２人、中学校５８人の指導にあたっ

た。意図的、計画的な初任者研修をとおして、教員として

の自覚が育ち、資質・力量の伸長が図られている。 

 校長、拠点校指導教員、校内指導教員が中心となり校内研

修、校外研修を実施することにより、初心者に授業や学級経営

についての実践的指導を身につけさせ使命感を養う。 

（９２５千円） 

 

１-７-３５ 内地留学 
１９年度内地留学生数 ２０人。 

その研修成果をまとめた報告書を２５０冊印刷して、市

内全小・中・特別支援学校に配布した。 

他府県先進校にて、実践的な研修を行うのは、本事業

以外になく、教職員の資質向上に大きく貢献している。ま

た、その成果は、千葉市の教育全体に共有されている。 

 小・中・特別支援学校教職員対象に、他府県での１０日間の

研修と在籍校での実践研修を通して、各教科及びその他の教

育活動に関する専門的資質を向上させ、千葉市学校教育の

課題解明を図るとともに、子供の教育に資する。 

（２，５８０千円） 
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１-７-３６ 「千葉市の特別支援教育」作成事業 
１９年度は、４００部印刷し、小・中・特別支援学校、県内

特別支援学校等に配布した。 

特別支援教育の現状の把揜をすることにより、より適切

な施策を展開するための基礎資料となっている。また、特

別支援教育の研修会、校内研修会、市教研等に積極的に

資料が活用されており、成果が上がっている。 

 小・中・特別支援学校の教職員を対象とし、千葉市の特別支

援教育に関する統計資料の作成をする。 

（１１３，１４０円） 

 

 

 

１-７-３７ 中学校センター事業（技術・家庩） 
年１回２日間実施し、技術分野では、製作をとおして塗

装技術等を研修し、家庩分野では、教材作成をしながら環

境教育に関する研修を深めた。 

実技研修や情報交換などにより、指導力が向上してい

る。また、作成した教材は、各学校の学習指導の中で活用

されている。 

 センター運営委員１０人が、技術・家庩科教員を対象に実技

の悉皆研修を実施し、教科指導能力の向上をめざす。 

（１，７８２千円） 

 

 

 

１-７-３８ 小・中・特別支援学校教員用教科書等購入貹 小・中・特別支援学校の学級増、尐人数指導、新規採用

等に対応するために必要となる教科書・指導書を貸不し

た。 

各学校では教科書・指導書等を活用して「わかる授業」

推進のために授業改善と指導力向上が図られている。 

 小・中・特別支援学校の教員を対象に、教師用の教科書・指

導書等を当該教師に貸不し、各学校において授業の充実・改

善を図る。 

（２１，０４３千円） 

１-７-３９ 特別研修生研修事業 

研修を通じて、３人の研修生のうち１人復帰、１人退職、

１人継続研修となり、個々の実態に応じた対応ができた。 
 指導力丌足と判定された教員に対し、研修を受けさせ指導

力の向上と学校現場復帰を目指す。 

（２，４７６千円） 

１-７-4０ 教育センター管理運営事業 
教育センターの快適安全な施設の維持管理のため、委

託業務の見直しと適正価栺の維持に努めた。運営協議会

における協議・指摘事項を各部門の課題として位置づけ、

業務執行に努めた。 

 教育センター事務事業の円滑な推進を図るためのセンター

内各部門間及び関係部局との連絡調整。庶務・施設設備の維

持管理、評価機関であるセンター運営協議会の実施。 

（２７，７２２千円） 

１-７-4１ 教育センター教育研究事業 
「子どもの学習や生活に関する意識の調査・研究」「教職

員の研修のあり方に関する研究」「読解力向上に関する研

究」「生き方学習に関する研究」「情報教育支援体制の実

証的調査研究」「予防的教育相談のあり方に関する研究」

を推進し、研究紀要及びリーフレットを配布し、研究内容の

還元に努めた。 

 新しい時代の教育の創造を目指して、教育課題を解明する

ために学校現場のニーズを捉えた研究を進める。 

（４，４５５千円） 

 

 

 

１-７-4２ 教育センター教育研究事業（研究発表） 
発表会に１８９人参加・最優秀１人、優秀２人、優良４

人、努力４人受賞。 

小・中学校教諭だけでなく、高等学校教諭、養護教諭の

応募があり、教育研究に対する意識の広がりがある。今後

も多岐にわたる教育課題を解明する実践研究の応募を増

やす工夫が必要である。 

 教育活動に関する個人またはグループでの実践研究を対

象として発表の場を設け、その努力を賞揚するとともに、その

成果を広めて、各学校の教育活動に役立てる。 

（１１１千円） 

 

 

１-７-4３ 教育広報事業 

「教育センターだより」を３回、「教育センターニュース」

を４回発行した。教育情報のデータベース化の推進と教育

センターホームページによる提供をすすめている。 

 本市の教育課題や社会の要請に応える教育実践を推進す

るため、教育に関する広報及び教育資料や情報の収集及び

活用に関する業務を行う。 

（７，２１８千円） 

１-７-4４ 情報教育推進事業（ソフト整備） 学習用コンテンツを１１本開発した。各学校では、購入し

たソフトウエアや学習用コンテンツ等を授業に積極的に活

用するなど授業への ICT 活用が図られている。丌登校児

童生徒向けオンライン学習プログラムの活用について各学

校へ紹介し、活用が図られてきている。今後はセンターか

らの配信によるソフト、学習コンテンツの質的量的拡充等を

図りたい。 

 本市の教育課題と高度情報通信社会への要請に応える教

育実践のため、コンピュータやネットワークを活用した情報教育

にかかるソフト整備やソフト開発研究を推進する。 

（７，５５８千円） 
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１-７-4５ 情報教育支援員配置事業貹 
情報教育支援員 小・中・特別支援学校担当４人、高等

学校担当１人、情報技術支援員１人を配置。 

学校のニーズに即した対応を行い、学校におけるネットワ

ーク活用支援に成果をあげた。また、支援員が校内研修の

講師等を行い、教員のコンピュータリテラシーの向上に効果

をもたらしている。今後も、支援体制の強化に努めたい。 

 民間の情報処理技術者を教育センター及び市立高校へ配

置し、各学校からの情報ネットワークを利用した授業等の教育

活動の補助、相談依頼事項に対応する派遣を行い、情報教育

の推進を図る。 

（１２，３４８千円） 

 

１-７-4６ 教育センター教職員研修運営事業（基本研修） 
初任者１８７人、５年経験者１１０人、１０年経験者２６

人、２０年経験者８０人の研修を実施。また、新任校長３９

人、教頭４４人、教務主任５１人の研修を実施した。 

研修のあり方を工夫し、受講者の満足度を高めるととも

に、意欲も喚起でき、資質力量の向上へ寄不した。 

 教職経験年数の節目において、必要とする資質力量の向上

を図る。新任時や昇任時に職務上必要な基本的事項を学び、

各職の見識と技能の向上を図る。 

（８，３４６千円） 

１-７-4７ 教育センター教職員研修運営事業（専門研修） 
「指導と評価」に関する講座(２７講座)、「情報教育の推

進」に関する講座(１３講座)、「子どもの理解と支援」に関す

る講座(８講座)、「今日的課題と新しい学校づくり」に関する

講座(１１講座)、「教職員の幅広い教養」に関する講座(７

講座)を実施し、延べ４，８８０人が受講。受講者の意欲も

喚起でき、資質力量の向上へ寄不した。 

２０年度は、さらに若年層の資質向上のため、夜間講

座・休日講座を実施予定。また、学校のニーズに応えるた

め出前講座を実施予定。 

 教職員が持つべき資質力量の向上を図るため、教職員の

多様なニーズに対応するとともに、これから必要とされる能力

を身に付けるための教職員研修を企画・実施する。 

（４，４２１千円） 

 

１-７-4８ 英語教員の資質向上 

２０人指定研修。 

若年層の英語教員の英語力・教授力の向上へ寄不し

た。１９年度で５年間の研修を終了し、すべての英語教員

が受講を完了した。 

 平成１５年度の文部科学省の『「英語を使える日本人」の育

成のための行動計画』に基づき、中学校英語教員が、実践的

コミュニケーション能力育成のための英語力及び指導力の向

上を図る研修の実施。 

（５６７千円） 

１-７-４９ 養護教育センター教育研究事業 
本市の特別支援教育を充実推進していくための事業で

あり、以下の成果をあげた。 

・ＬＤ等サポートチームの役割・組織について検討し、明確

にした。 

・ＬＤ等通級指導教室への入級・終了等の検討及びそれに

かかわる事項について、検討資料の様式などを策定した。 

・ＬＤ等通級指導教室の望ましい運営方法や指導内容につ

いて、基本的な事項を策定した。 

 障害の多様化に応じた児童生徒のニーズの把揜、指導と評

価、課題解決のための教育研究を行う。 

（１，１４６千円） 

 

 

 

 

 

１-７-5０ 養護教育センター教職員研修運営事業（基本研修） 
基本研修３講座を実施し、１０６人の受講者があった。 

受講者からは、「特別支援学級の担任の役割と教育課

程について基本的なことが理解できた」「学級参観や心理

検査法の研修をし、子どもの発達やＴ・Ｔでの授業の仕方

が学べた」「指導案の検討がとてもよかった」などの評価を

徔ており、実践的な内容が多く、受講者の満足度が高いこ

とから、本事業の継続は、教職員の資質力量の向上のた

めに丌可欠と考える。 

 教職員研修の節目に、各層に必要な資質力量の向上を図

る。 

（２２２千円） 

 

 

 

 

 

１-７-5１ 養護教育センター教職員研修運営事業（専門研修） 
専門研修１９講座を実施し、１，０３４人の教職員や市民

の受講があった。 

受講後のアンケートでも、９割を越える受講者から研修

内容について「満足」との回答が徔られており、受講者の

資質・力量の向上に寄不した。 

 各教科等専門分野の実践的指導力や経営力を高めるととも

に、社会の変化に対応する資質力量の向上を図る。 

（１，７４７千円） 
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１-７-5２ 教育広報事業（養護教育センター） 
特別支援教育に関する図書４７冊、雑誌５２冊、資料４６

冊、ビデオ１本を収集、図書室での閲覧や貸出を行った。 

ホームページの更新（年３回）、養護教育センターだより

の発行（年２回）、ガイドブック「すすめよう特別支援教育」

の発行を行い、特別支援教育の理解推進を図ることがで

きたことから、本事業の継続は必要と考える。 

 特別支援教育に関する情報、図書、資料等を収集・整理し、

関係職員の利用に供するとともに、広報を通して情報を提供

し、広く特別支援教育の理解推進を図る。           

（１，８０１千円） 

 

 

 

●千葉市教育委員会事業評価委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて，概ね目標が達成されている。教職員の資質・力量向上のため，各種研修が実施

されているが，今後は初任者や若手教員の資質・指導力の向上のための研修の強化が重要となると考えられる。 
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基本事業１－８ 家庭・地域との積極的な連携 

 

 

●基本事業の概要 

・ 次代を担う子どもたちの可能性や個性を伸ばし、生きる力を育み、豊かな人間性や創造性、社会性を養うには、

学校・家庭・地域社会が密接な連携のもとに、それぞれの教育力を高めていくことが求められている。本市が、

平成５年度から全国に先駆けて取り組んだ「地域ぐるみ教育推進事業」は１４年度で終了したが、その成果を

継続・発展させるため、１５年度から「学校･家庭･地域連携まちづくり推進事業」をスタートさせた。 

・学校･家庭・地域三者の連携には、広報活動の充実が重要である。４年度から広報紙「教育だより ちば」を発

行している。また、１４年度からは、保健福祉局と連携し、子育て支援情報紙「いきいき子育て」を年２回発

行している。 

●基本事業の達成目標 

○対象（誰、何に対して働きかけるか） 

  保護者・地域住民 

○意図（対象をどのような状態にしたいのか） 

  学校教育を理解し、参画してもらう。 

●成果指標 

指 標 名 
単

位 
１７年度 １８年度 １９年度 

目標値 

（目標年度） 

学校･家庩･地域連携まちづくり推進事業に参加した児

童・生徒、保護者・地域住民数 
人 43,032 49,394 61,733 

70,000 

（２２年度） 

●平成１９年度の評価 

・「学校･家庭･地域連携まちづくり推進事業」は、５年が経過し、小・中学生の代表を推進会議に出席させるなど、

子どもたちの視点から地域を見つめさせ、地域に対する愛情をはぐくんでいる。各地域において、ユニークで

工夫あふれる取組みが展開されており、成果をあげている。 

・広報紙「教育だより ちば」は現在発行部数約９万部であり、本市の教育を多様な観点から紹介し、教育広報

として極めて重要な役割を果たしている。 

●今後の課題及び基本事業等への反映方針 

・「学校･家庭･地域連携まちづくり推進事業」においては、事業の趣旨が地域に十分理解され、更に充実するよう、

各学校に働きかける。 

・広報紙については、市民にわかりやすい紙面づくりに努める。 

●基本事業を構成する事務事業とその評価 

事 務 事 業 名 
事務事業に対する評価 

 事業の概略・平成19年度決算額 

１-８-１ 「教育だより ちば」発行事業 
年５回（４・６・１０・１２・２月）発行、各号８７，５００部（年

度初回号は１１５，０００部）を作成した。本事業は、本市の

教育施策・事業について広く理解を徔るとともに、家庩や地

域社会の教育力の向上に寄不している。 

 本市の教育施策・事業や学校教育の話題、生涯学習情報

を、広く保護者や市民に提供する教育広報紙を発行するもの

である。 

（５，４１８千円） 

１-８-２ 「いきいき子育て」発行事業 年２回（７・１２月）発行、各号８８，０００部を作成した。 

本事業は子育て支援に関する情報を提供することにより、

子育てに悩みや丌安を抱いている保護者等の一助となり、

家庩教育・子育てに関する意識啓発を行うことに寄不してい

る。 

 教育委員会や市長部局の子育て支援事業等を、広く保護者

や市民に提供する子育て支援情報紙を発行するものである。 

（１，５０２千円） 
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１-８-３ 学校・地域・家庩連携まちづくり推進事業 
全５６中学校区が「まちづくり推進会議」を設置し、活動

計画により計画的に実践を行った。１９年度は、児童生徒

５３，３５２人、保護者４，９３５人、地域関係者３，４４６人

の参加があった。児童生徒の参加数が大幅に増えるな

ど、参加者が増加している。 

「地域花いっぱい運動」や「地域清掃」等の活動により、

児童生徒のわが「まち」に対する愛着や誇りの気持ちがは

ぐくまれるとともに、地域ぐるみで子どもをはぐくんでいこうと

する「土壌」が醸成されている。 

 各中学校区に学校・家庩・地域関係者をメンバーとする「ま

ちづくり推進会議」を設置し、住みよいまちづくりに取り組むこと

を通して、児童・生徒の地域に対する愛情や愛着の気持ちを

育てる。 

（７，２４３千円） 

 

 

 

 

 

●千葉市教育委員会事業評価点検委員の所見 

基本事業の達成目標に向けて，十分に目標が達成されている。「学校・家庭・地域連携まちづくり推進事業」へ

の参加者は年々増加しており，その効果が明らかになっていると判断できる。 

 

 

 


